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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移

 

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) 4,016,6054,368,2124,569,5875,227,3806,332,816

経常利益 (千円) 1,030,5221,547,4241,745,6052,474,7472,713,945

当期純利益又は
当期純損失（△）

(千円) 621,947△1,278,140694,9821,402,3562,070,328

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 257,105 257,105 257,105 257,105 257,105

発行済株式総数 (株) 47,480 47,480 47,480 47,480 47,480

純資産額 (千円) 1,759,917325,0981,019,0692,243,2185,130,835

総資産額 (千円) 7,108,4406,210,1327,481,6216,836,2188,183,199

１株当たり純資産
額

(円) 36,813.776,847.0521,305.1847,245.55108,063.10

１株当たり配当額
(内、１株当たり中
間　配当額)

(円)
旧株 60,000
新株 30,100

(―)

―
(―)

3,600
(―)

7,000
(―)

7,500
(―)

１株当たり当期純
利益
又は当期純損失
（△）

(円) 12,951.35△26,919.5614,479.4129,535.7243,604.21

潜在株式調整後
１株当たり当期純
利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 24.8 5.2 13.6 32.8 62.7

自己資本利益率 (％) 42.0 ― 103.4 86.0 56.2

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

配当性向 (％) 23.2 ― 24.9 23.7 17.2

営業活動による
キャッシュ・フ
ロー

(千円) ― ― △776,834 113,390 115,366

投資活動による
キャッシュ・フ
ロー

(千円) ― ― 1,155,78815,327 467,159

財務活動による
キャッシュ・フ
ロー

(千円) ― ― 1,000,000△170,928△2,332,360

EDINET提出書類

株式会社アールテック・ウエノ(E15678)

有価証券報告書

  2/113



現金及び現金同等
物
の期末残高

(千円) ― ― 3,964,9583,933,6062,160,574

従業員数
〔外、平均臨時
雇用者数〕

(名)
37

〔 15〕

41

〔 16〕

44

〔 16〕

64

〔 16〕

82

〔 15〕

EDINET提出書類

株式会社アールテック・ウエノ(E15678)

有価証券報告書

  3/113



(注) １　当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は、記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４　純資産の部の算定に当り、第18期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号）を適用しております。

５　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権の残高がありますが当事業年度末現在に

おいて当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

６　第16期の自己資本利益率については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。

７　株価収益率は、当事業年度末現在において当社株式は非上場であるため記載しておりません。

８　第15期の１株当たり配当額の欄の新株は平成15年９月24日における第三者割当増資により発行したも

のであります。

９　従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

10　第17期、第18期の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第19期の財務諸表につ

いては、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき監査法人トーマツによる監査を受けており

ますが、第15期及び第16期の財務諸表については、当該監査を受けておりません。
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２ 【沿革】

当社は、平成元年９月大阪府大阪市において医薬品の製造販売、研究開発を主たる事業目的として

設立されました。 

平成13年４月に上野製薬株式会社からレスキュラ®点眼液0.12％（以下レスキュラ®点眼液）の

製造販売業務を承継し、平成15年６月には医薬品事業部を、平成17年４月にはトランスレーショナル

リサーチ推進室（現　研究開発本部）を設置して、研究開発、製造、販売プロモーションまでを一貫し

て行える現体制を整備いたしました。

 

年月 概要

平成元年９月 大阪府大阪市に医薬品の製造販売、研究開発を事業目的として、資本金10百万

円にて設立

平成13年４月 本社を兵庫県三田市へ移転

平成13年４月 上野製薬株式会社よりレスキュラ®点眼液の製造販売業務を承継

平成13年７月 株式会社上野新薬開発の株式を取得し、子会社化

平成14年４月 株式会社上野新薬開発よりチマバック®点眼液の輸入販売業務を承継

平成14年９月 大阪府大阪市に子会社、株式会社スキャンポファーマを設立

平成15年６月 レスキュラ®点眼液のプロモーション活動のため医薬品事業部を設置

平成15年９月 株式会社スキャンポファーマ株式の過半数をS&R Technology Holdings, LLC

へ売却し、非子会社化

平成16年９月 本社を東京都千代田区へ移転

平成16年10月レスキュラ®点眼液の販売委託契約先を、参天製薬株式会社へ移管

平成16年10月武田薬品工業株式会社及びSucampo Pharmaceuticals, Inc.社(以下SPI社)と

の間で、Amitiza®カプセルに係る米国・カナダにおける製造供給契約を締結

平成17年４月 トランスレーショナルリサーチ推進室（現　研究開発本部）を設置し、新薬の

自社開発活動を開始

平成17年９月 三田工場が米国食品医薬品安全局（FDA）より、Amitiza®カプセル製造工場

の認可を取得　　　　　　

平成18年２月 Amitiza®カプセル商業製造開始

平成19年４月 株式会社上野新薬開発を吸収合併

平成20年４月 大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」市場に上場

（注）Amitiza®は、SPI社が所有する米国における登録商標です。
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３ 【事業の内容】

当社は、眼科及び皮膚科等の局所疾患を中心とする医薬品の研究開発・製造・販売プロモーショ

ンを行う製薬企業であります。

当社は、医薬品の製造販売事業、医薬品の研究開発事業と、医薬品の研究開発支援サービス事業を

主たる事業としております。

 

医薬品の製造販売事業

レスキュラ®点眼液

当社の主力製品であるレスキュラ®点眼液は、緑内障・高眼圧症治療薬として平成６年に厚生省

(現　厚生労働省)より、製造販売承認を取得しました。レスキュラ®点眼液は、眼局所及び全身性の

副作用が少なく、１日２回投与で安定した眼圧下降作用をもたらし、また視神経保護作用と眼血流

量増加の作用メカニズムにより、緑内障（正常眼圧緑内障を含む）及び高眼圧症患者の視野を長期

に維持する優れた治療効果を有しています。日本においては、平成16年10月より、眼科領域での豊富

な実績と経験を有する参天製薬株式会社を通じて医療機関へお届けしております。韓国、台湾にお

いてはアステラス製薬株式会社に販売を委託しています。その他の地域については、当社からライ

センス許諾を受けたNovartis Pharma AG社を通じて製造販売が行われています。

Amitiza®カプセル

Amitiza®カプセルは、SPI社が開発し、平成18年１月に米国食品医薬品安全局（FDA）から販売承

認を取得した慢性特発性便秘症（注1）治療薬及び便秘型過敏性大腸症候群（注2）治療薬です。当

社は、SPI社よりAmitiza®カプセル製造権を取得し、当該権利に基づき、米国及びカナダでの同製品

の販売権を有する武田薬品工業株式会社へ製品供給を行っております。Amitiza®カプセルは、イオ

ンチャンネルオープナー（注3）として作用することにより効果を示し、処方上の使用制限も少な

いという優れた特性をもっております。また、平成19年３月に競合薬の１つであるZelnormがFDAよ

り販売中止勧告を受けたことや、平成20年４月に便秘型過敏性大腸症候群の効能追加の承認を受け

たことにより、今後もAmitiza®カプセルの売上高は増加するものと思われます。

（注1）　慢性特発性便秘症：　少なくとも３ヶ月以上便秘の状態が続く症状であり、腸の運動により

腸内容物の排泄が妨げられるために発症するものとされております。

（注2）　便秘型過敏性大腸症候群：　12ヶ月間の間に12週間以上（ただし連続している必要はない）

にわたって腹痛あるいは腹部に不快感を感じる症状であり、この症状の有無により、慢性特

発性便秘症と区別されます。

（注3）　イオンチャンネルオープナー：　細胞の表面にある特定のイオンを透過させる働きを有する

膜貫通タンパク質（＝イオンチャンネル）を開閉する機能を有する化合物をいいます。

 

医薬品の研究開発事業

当社は、眼科分野を中心とする局所系疾患を対象とした医療用医薬品の開発に力を注いでおり、

自社で特許を保有する化合物の他、製薬企業からのライセンスを受けた開発候補物質について、医

薬品の研究開発を進めております。

研究開発本部長の真島行彦医学博士を中心に、「Physicians Oriented New Drug Innovation 」

（臨床医による新薬開発）をテーマとし、眼科領域における高い専門性を活かして、これまで有効

な治療薬のない眼科疾患をターゲットに新薬の開発を進めています。自社開発に留まらず、大学や

研究機関、ベンチャー企業で生まれた有望なアイデアを迅速かつ効率的に事業化し、新しい市場の

開拓をめざしております。開発にあたっては、米国を中心に国内外の大学との共同研究や委託研究
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を積極的に展開しています。現在レスキュラ®点眼液の適応症拡大を目的とした研究、ドライアイ

治療薬、網膜疾患を対象とする治療薬、及び育毛剤の開発をテーマとした研究に取り組んでおりま

す。

 

医薬品の研究開発事業における開発ステージ

 

医薬品の研究開発支援サービス事業

新規医薬品の開発を目指すベンチャー企業や、製薬会社の研究部門に対して医薬品の開発支援を

行う事業であります。具体的には、非臨床試験の立案や自社施設を利用しての非臨床試験の実施、治

験薬の製造供給、医薬品承認申請用データ取得及び承認申請用資料作成を行います。治験薬製造を

通じて取得した製造ノウハウを活用して製品の商業生産の立上げや製品供給を行う等、効果的で息

の長い業務提携を通じてパートナー企業を総合的に支援します。当社の医薬品製造設備は日本、米

国だけでなくヨーロッパ市場に向けた医薬品開発、製造にも対応可能で、医薬品のすべての開発ス

テージにおいて提携先との様々なコラボレーションが可能であります。

SPI社が、平成18年１月に米国食品医薬品安全局（FDA）から販売承認を取得した慢性特発性便秘

症治療薬Amitiza®カプセルは、当社が開発支援を行った医療用医薬品となっております。当社は開

発の初期段階から研究開発支援を行い、治験薬製造等を通じて培われた独自の技術を活かして効率

的な製造方法を開発しました。平成17年９月には、FDAからAmitiza®カプセルの製造所としての認

可を取得し、平成18年２月より同製品の商業生産を開始し、SPI社より販売委託を受けている武田薬

品工業株式会社へ最終包装済製品を供給しております。現在、SPI社が進めるAmitiza®カプセルの

モルフィネ性便秘症への適応症拡大に関する研究開発支援サービスを受託しております。
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医薬品の研究開発支援サービスにおける受託化合物の開発ステージ

 

事業の系統図は、次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

 

５ 【従業員の状況】

(１) 提出会社の状況

平成20年３月31日現
在

従業員数 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与

82〔15〕名 40.1歳 ３年３ヶ月 6,311,670円

(注) １　従業員数は、他社から当社への出向者２名を含む就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

　　　 ４  従業員数が当事業年度末までの１年間において18名増加しておりますが、その主な理由は、研究開発部門
の人員増加によるものであります。

 

(２) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(１) 業績

　当事業年度（平成19年４月１日～平成20年３月31日）におけるわが国経済は、依然として好調な企

業業績に支えられて設備投資・雇用環境は底堅く推移し、緩やかな景気拡大基調が続きました。　　　　

本邦の医薬品業界においては、社会保障費の削減を目的とした医療費抑制の基調は変わらず、世界

最大の医薬品市場である米国でサブプライムローン問題に端を発した金融・為替市場の混乱が海外

での実体経済に影響が出るなど、今後の見通しは予断を許さない状況にあります。

緑内障治療薬の分野では高齢化の進展等から患者数が増加し、緑内障点眼薬の市場規模は拡大基調

にあるものと推察されておりますが、一方で当該領域では多くの薬剤が競合しており、当社の主力製

品であるレスキュラ®点眼液の売上高は前事業年度より若干減少しました。また、平成18年４月より

米国での販売を開始した慢性特発性便秘症治療薬のAmitiza®カプセルについては、平成19年３月に

競合薬の販売が中止となった影響等もあり、大きく売上が伸長しました。

これらの結果、当事業年度の業績につきましては、売上高6,332百万円（前年同期比21.1％増）、営

業利益2,807百万円（前年同期比13.6%増）、経常利益2,713百万円（前年同期比9.7%増）、当期純利益

2,070百万円（前年同期比47.6%増）となりました。

 

(２) キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物は、前事業年度末に比べ1,773百万円減少し、2,160百万円

となりました。当事業年度のキャッシュ・フローの概況は以下の通りです。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度の営業活動の結果から得られた資金は115百万円の収入（前年同期は113百万円の収入）

となりました。これは主に、Amitiza®カプセルなどの販売が堅調に推移したこと等により税引前当期純

利益が3,518百万円と好調でありましたが、一方で、たな卸資産の増加（△1,141百万円）や、法人税等の

支払（△780百万円）、長期前受金の減少（△315百万円）等による資金流出があったことによるもので

あります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度の投資活動の結果から得られた資金は467百万円の収入（前年同期は15百万円の収入）と

なりました。これは主に、投資有価証券の売却に伴う収入795百万円がありましたが、一方で、有形固定資

産の取得による支出307百万円があったこと等によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度の財務活動の結果、使用した資金は2,332百万円（前年同期は170百万円の支出）となりま

した。これは、配当金の支払332百万円及び長期借入金の返済2,000百万円によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(１) 生産実績

当事業年度における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

 

事業部門 生産高(千円) 前年同期比(％)

医薬品の
製造販売

レスキュラ 2,879,006 △7.1

Amitiza 2,455,978 58.9

合計 5,334,984 14.8

(注) １　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

 

(２) 受注実績

当事業年度における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

 

事業部門 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

医薬品の
製造販売
 

レスキュラ 2,802,767 △9.9 413,837 △19.6

Amitiza 3,437,463 335.4 899,004 ―

その他 42,754 △25.7 14,044 △51.1

医薬品の研究開発支援サービス 337,249 1.4 424,520 2.9

合計 6,620,234 54.2 1,751,406 83.2

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(３) 販売実績

当事業年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

 

事業部門 販売高(千円) 前年同期比(％)

医薬品の
製造販売

レスキュラ 3,479,289 △4.2

Amitiza 2,502,544 79.5

その他 57,520 46.7

　医薬品の研究開発支援サービス 293,461 80.0

合計 6,332,816 21.1

(注) １　レスキュラ点眼薬の販売高には販売権の期間対価、ロイヤリティを含んでおります。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

 

相手先

前事業年度
(自　平成18年４月１日
  至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

参天製薬㈱ 3,585,544 68.6 3,465,101 54.7

武田薬品工業㈱ 1,394,379 26.7 2,502,544 39.5

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

(１) 研究開発体制の強化

有用性の高い医薬品を継続的に生み出していくためには、研究開発体制の強化が重要な課題である

と考えております。従来から当社の中心となってきた研究開発経験の豊富な役職員だけに頼るのでは

なく、外部からの優秀な人材の確保と、その育成を進めてまいります。また、開発ステージの進捗に伴

い、臨床部門についても人材の確保や育成と体制強化を進めてまいります。

 

(２) 開発パイプラインの充実

製薬企業として当社が成長していくためには、開発パイプライン(注1)の充実が不可欠と考えてお

ります。これまで培われてきた眼科分野における医薬品開発と臨床現場における経験から、将来の眼

科医療にとって真に必要とされる有望な医薬品シードの探索を、疾患の作用機序の見地や分子生物学

的なアプローチ（注2）を用いて行います。研究開発への投資は大きなリスクが伴うことから、開発の

着手及び進捗段階ごとに意思決定基準を設定し、定期的に見直しを行いながら、質の高いパイプライ

ンの育成を行ってまいります。

(注1)　開発パイプライン：製薬会社における開発中の製品候補化合物をさします。

(注2)　分子生物学的アプローチ：生物や生命のしくみを分子レベルでとらえ、コンピュータによる

分子設計などを活用して医薬品開発を行うアプローチ。

 

(３) 生産体制の効率化

医薬品としての承認を受けたレスキュラ®点眼液やAmitiza®カプセルの既存製品については、安

定供給を継続しつつ、製剤処方改良、製造方法及び包装技術の向上を通じて、コストの低減を図り、収

益性の高い製品に育てることを課題と位置付けております。

 

(４) 販売体制の構築

当社の主力製品であるレスキュラ®点眼液は、眼科分野において豊富な販売経験を有する参天製薬

株式会社に日本における販売権を許諾しております。しかしながら、製品のライフサイクルマネージ

メントを意識した効果的なマーケティング活動の実践のためには、開発オリジネーターである当社か

らの質の高い製品情報の発信と、その情報を正確に伝える活動が不可欠と考えております。当社は国

内全７地域に学術部員を配置し、参天製薬株式会社と協働した販売活動を実施しておりますが、レス

キュラ®点眼液の製品価値の最大化、将来における当社開発品の販売のためには、更に強化した販売

体制の構築が課題であると考えております。

 

 
 

 

EDINET提出書類

株式会社アールテック・ウエノ(E15678)

有価証券報告書

 14/113



４ 【事業等のリスク】

当社の事業状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性の

ある事項には、以下のようなものがあります。当社として必ずしも事業上のリスク要因に値しないと

考えられる事項についても、投資への判断上、重要と考える事項については、投資家への積極的な情報

開示の観点から記載しております。なお、当社はこれらの事業等へのリスクを認識した上で、その回避

及び発生した場合の対応に努めておりますが、本株式への投資判断は、本項及び本有価証券報告書の

中の本項以外の記載も併せて、慎重に検討した上で行われる必要があると考えております。

また、本文中の将来に関する事項については、本報告書提出日現在において、当社が判断したもので

あります。

 

１．当社とSucampoグループについて

(１) 設立経緯及び事業の変遷

当社は、医薬品に関する研究開発、製造販売のうち特許管理を主たる事業目的として、現在の主

要株主である上野隆司氏により平成元年９月に設立されました。上野隆司氏とその共同研究者で

あった久能祐子氏は、当時上野隆司氏が取締役を務めていた上野製薬株式会社においてレスキュ

ラ®点眼液の研究開発の中心的存在として、その製品化を推進しておりました。

平成６年７月レスキュラ®点眼液は、医療用医薬品として日本での製造承認を受けましたが、

その後、上野隆司氏と久能祐子氏は、グローバルな新薬の開発と上市を目的として、研究開発の拠

点を米国に移し、Sucampo AG 社（スイス:以下SAG社）、SPI社（米国）、Sucampo Pharma Europe,

Ltd. 社（イギリス:以下SPE社）、株式会社スキャンポファーマ（日本:以下SPL社）を設立して

医薬品の研究開発をワールドワイドに行うSucampo グループを形成しました。なお、上野隆司氏

と久能祐子氏は婚姻関係にあります。

当社は、上野製薬株式会社においてレスキュラ®点眼液の研究開発が進められている時期にお

いて、上野隆司氏の保有する特許の管理会社の位置付けとなっておりましたが、平成13年４月に

上野製薬株式会社よりレスキュラ®点眼液の製造販売承認及びレスキュラ事業にかかわる設備

と従業員を承継し、現在の事業の基盤を整えました。

当社は、レスキュラ事業を推進する一方で、Sucampoグループに対する医薬品研究開発支援サー

ビスの提供等を行っておりましたが、平成17年４月にトランスレーショナルリサーチ推進室（現

　研究開発本部）を設置し、慶應義塾大学医学部助教授であった真島行彦医学博士をリーダーに

迎え、新たな医薬品の開発を目的とした研究開発活動を開始いたしました。

現在は、眼科領域及び皮膚科領域の新規医薬品開発に取り組んでおります。

 

(２) 事業戦略と経営資源

現在、当社とSucampoグループは共に医薬品の研究開発を行っておりますが、当社が眼科及び皮

膚科領域を中心とした局所疾患にターゲットを定めているのに対し、Sucampoグループは、消化器

系・呼吸器系・循環器系・中枢神経系等の全身性疾患を開発のターゲットとしている点で、両社

の事業戦略は異なっております。
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また、Sucampoグループの経営のベースは、医薬品開発における新規化合物の開発、中でも「プ

ロストン化合物の活用」であるのに対し、当社の経営のベースは「医薬品製造関連技術」である

等、両社のコアリソースは異なっております。当社とSucampoグループの特徴は次のとおりです。

 

 

当　　　社

Sucampoグループ

SPI社（注２）

(子会社)SPE社,SPL社

SAG社

事業内容 医薬品の製造・販売、研究開発 医薬品の研究開発 知財管理

本社所在

地

日本 米国 スイス

直近決算期 平成20年3月期 平成19年12月期（連結） 平成19年12月

期

売上高

当期純利益

6,332 百万円

2,070 百万円

91,891 千USD

13,190 千USD

9,755 千CHF

1,789 千CHF

従業員数（注

1）

82名 104名 ―

主要株主（注

1）

 

S&R Technology Holdings, LLC

（注３）

上野隆司

久能祐子

S&R Technology Holdings, LLC

（注３）

 

上野隆司

久能祐子

 

開発領域 眼科及び皮膚科等の局所疾患 消化器系・呼吸器系・循環器系・中

枢神経系等の全身性疾患

無し

上市製品

（販売地域）

レスキュラ®点眼液（日本・韓

国・台湾・欧州その他）

Amitiza®カプセル（米国） 無し

パイプライン

(化合物コード

及び適応症)

 

RRP-001網膜疾患 SPI-0211過敏性大腸症候群 無し

モルフィネ性便秘症

RTU-007糖尿病網膜症 SPI-8811

 
非ステロイド型消炎

剤（NSAID）誘発胃潰

瘍
加齢黄斑変性

RU-10 ドライアイ システィックフィブ
ローシス
-消化器（経口投与
剤）

RK-023育毛剤

 システィックフィブ
ローシス
-呼吸器（吸入剤）

慢性閉塞性肺疾患

SPI-017

 
末梢循環障害

脳卒中

アルツハイマー症
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（注１）　従業員数及び主要株主は各社の直近期末日現在を記載しております。

（注２）　平成19年８月２日に米国NASDAQ証券取引所に上場しております。

（注３）　S&R Technology Holdings, LLC は、当社の主要株主である上野隆司氏・久能祐子氏が、議決権の

100.0％を直接保有している、両氏の財産管理会社であります。
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(３)取引関係

当社は、SPI社が開発したAmitiza®カプセルについて、同社より平成36年６月22日までの独占

的製造権を取得し、当該権利に基づき、米国及びカナダでの販売権を有する武田薬品工業株式会

社へ製品供給を行っております。Amitiza®カプセルの供給について、当社は武田薬品工業株式会

社に対し、SPI社と連帯責任を負っています。

また、当社とSucampoグループ各社との間では、治験薬の開発供給契約等に基づいた研究開発支

援サービス業務を提供する等、継続的な取引関係が存在しております。当社では、同グループとの

間の取引については、弁護士・公認会計士等３名以上の外部専門家により組織された「利害関係

者間取引審査委員会」において取引の正当性、妥当性を審議し、不公正な取引を抑止する体制を

構築しております。

当社とSucampoグループとの契約関係については「第二部　企業情報　第２　事業の状況　５　経

営上の重要な契約等　(2)取引契約」をご参照ください。

 

（４）人的関係

　　上野隆司氏と久能祐子氏は、直接間接に、当社及びSucampoグループの株式の過半数を保有してお

りますが、株主としての権利行使の他、両名は当社の経営には一切関与しておりません。

また、当社の役職員とSucampoグループの役職員の兼任者、同グループからの出向者はなく、同

グループとの人的関係はありません。

 

（５）競合の可能性

新規医薬品が上市するまでには、化合物の探索・合成→製法・製剤・薬理学的研究→非臨床試

験→臨床試験→承認申請→承認という段階がある他、医薬品の製造プラント設計→製造承認申請

→製造承認という製造部門の開発も必要とされています。新規化合物の決定から上市に至るまで

には、長期の開発期間と多額の開発費用が必要とされており、また、候補化合物から新薬の承認に

到る確率は約12,324分の１（日本製薬工業協会　平成11年～平成15年の５年間における研究開発

委員会会員76社への調査結果）といわれており、医薬品の研究開発はハイリスクなビジネスであ

ります。

当社は、大手医薬品メーカーに比べ、資金、人材の面で経営資源が限定されており、多種多様な

パイプラインを保有することは困難であるため、経営戦略上開発対象の化合物又は開発領域を限

定しております。

当社とSucampoグループは、開発対象とする化合物、開発領域、対象適応症等に重複するものは

なく、事業領域は異なっております。このため、当社とSucampoグループとの間には、現在製品の競

合はなく、両社が表明している事業戦略及びパイプラインを勘案すると、将来的にも製品として

の競合が発生する可能性は極めて低いと考えております。しかしながら、互いの事業環境や事業

戦略において予期せぬ変化がおこった場合、両社の展開する事業において競合が発生する可能性

があります。

 

（６）S&R　Technology Holdings, LLCについて

S&R Technology Holdings, LLC（米国デラウエア州設立、同国メリーランド州所在。以下

「S&R」）は、当社の発行する株式のうち16,370株（発行済株式総数の34.48％相当）を保有する

主要株主であります。
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S&Rは上野隆司氏及び久能祐子氏のそれぞれが議決権（合計100.0％）を直接保有している両

氏の実質的な財産管理会社であり、保有する主な資産は、SPI社の発行している株式、当社の発行

する普通株式、自己居住目的等の不動産、車両等となっております。また主な収入は、保有株式に

かかる受取配当金や売却益となっておりますが、S&Rはリミテッド・ライアビリティ・カンパ

ニーであるため、それらの利益は同社において課税されることはなく、損益は出資者である両氏

に直接帰属する（パス・スルー）ものとして両氏が個人として所定の納税を行っております。 

 

２．上野製薬株式会社との取引関係

　　　上野製薬株式会社は、当社の主要株主である上野隆司氏の親族が議決権の過半数を保有している

ため、当社の関連当事者に該当しております。当社は、平成13年４月に上野製薬株式会社からレス

キュラ®点眼液に係る事業の譲渡を受けておりますが、事業譲受以降、製造及び研究施設の入居

する建物、土地等の不動産について同社との賃貸借取引があります。なお、賃借にあたっては不動

産鑑定評価を参考に賃料を決定しております。

 

　３．製品について

(１)レスキュラ®点眼液の関連特許

当社の主力製品であるレスキュラ®点眼液は、現在、当社が関連特許を保有しており、特許によ

り後発品の販売はできない状況になっております。しかしながら、レスキュラ®点眼液の関連特

許は平成20年から平成23年にかけて順次期間満了を迎えます。当社は、周辺特許の整備や、開発

メーカーとして様々な知見を医療現場に提供する等のマーケティング活動を通じて、製品の差別

化とブランド確立を目指しておりますが、特許期間満了後の後発品の参入が当社の業績に影響を

与える可能性があります。なお、当社はNovartis Pharma AG社に対して、レスキュラ®点眼液の関

連特許について日本、韓国、台湾等を除く特定の地域における排他的な利用許諾を与えておりま

す。

 

(２)Amitiza®カプセルについて

当社の主力製品であるAmitiza®カプセルは、SAG社が関連特許を保有し、SPI社、SPE社、SPL社に

対して、それぞれの地域（SPI社：南北アメリカ及びカリブ地域、SPE社：EU及びアフリカ中東地

域、SPL社：日本、アジア及びオセアニア地域）における知財使用権を付与しております。当社は

SPI社及びSPE社との間で、Amitiza®の原薬及び製剤についての独占製造供給契約を締結し、前臨

床向けサンプル、治験薬供給、承認申請書類の作成等の医薬品開発支援サービス及び最終製品の

製造販売を行っております。当社はSPI社及びSPE社の担当する地域において、SPI社及びSPE社以

外にはAmitiza®の原薬及び製剤を提供することはできません。また、当社がSPI社及びSPE社の需

要に対応できないと判断した場合に、SPI社及びSPE社は、上記それぞれの地域において代替の製

造者を指名する権利を留保しており、このような事態となった場合には当社の業績に重大な影響

を与える可能性があります。

北米地域においてはSPI社から武田薬品工業株式会社に対して、販売ライセンスが付与されて

おり、当社は、武田薬品工業株式会社に対してAmitiza®カプセルの最終包装製品を販売しており

ます。 何らかの理由によりSPI社と武田薬品工業株式会社の販売ライセンス契約、その他SPI社及
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び武田薬品工業株式会社との間で締結された契約が終了した場合、当社と武田薬品工業株式会社

との製造供給契約も終了することとなり、当社の業績に重大な影響を与える可能性があります。

なお、当社及びSPI社は、武田薬品工業株式会社に対して、一定の在庫を保有する義務を負ってお

ります。また、当社は、Amitiza®カプセルに関するリコールについて発生する費用の一部を負担

する義務を負っており、リコールが発生した場合には、当社の業績に重大な影響を与える可能性

があります。

 

Amitiza®カプセルにおける取引関係

 

  (３)競合品との競争

当社の主力製品であるレスキュラ®点眼液が属する緑内障治療薬の分野は、高齢化に伴う市場

の拡大が見込まれるため、競合品が多く、今後も新薬の発売が予定されています。緑内障治療薬市

場において最も高い市場シェアを持つ、キサラタン®点眼液をはじめとする競合品との競争によ

り、レスキュラ®点眼液の市場シェアが低下した場合、当社の業績に影響を与える可能性があり

ます。

Amitiza®カプセルが属する消化器領域も高齢化に伴い市場の拡大が見込まれるため、新薬の

開発が活発な領域であります。今後、競合品の発売及び市場における競争により、Amitiza®カプ

セルの市場シェアが低下した場合、当社の業績に影響を与える可能性があります。

 

(４)主力製品への依存

当社の売上高は、レスキュラ®点眼液及びAmitiza®カプセルの占める比率が高くなっており

ます。 Amitiza®カプセルは、発売以来順調な伸長を続けており、今後も適応症の拡大による需要

の拡大が見込まれておりますが、市場での欠品を起こさないため、当社は一定期間に対応する製
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品在庫を維持しております。

これらの製品に、万一の製品の欠陥、予期せぬ副作用等の要因による販売中止、売上の大幅な減

少等が発生した場合、当社の業績及び財政状態に重大な影響を与える可能性があります。

 第18期事業年度 第19期事業年度

売上高(千円) 売上高比 売上高(千円) 売上高比

レスキュラ®点眼液 3,630,755 69.5％ 3,479,289 54.9％

Amitiza®カプセル 1,394,379 26.7％ 2,502,544 39.5％

（注）１　レスキュラ®点眼液の売上高には、販売権の期間対価及び原薬輸出等を含んでおります。

 

(５)特定販売先への依存

レスキュラ®点眼液は、日本国内での販売を参天製薬株式会社にのみ許諾しております。また、

Amitiza®カプセルは、武田薬品工業株式会社に米国での販売が許諾されているため、当社は武田

薬品工業株式会社にのみ製品供給を行っております。これらの会社が、十分な販売活動を継続で

きなくなった場合、当社の業績に重大な影響を与える可能性があります。

参天製薬株式会社に対するレスキュラ®点眼液の国内販売権の許諾期限は平成20年９月30日

となっておりますが、当社は、平成20年１月31日に参天製薬株式会社とレスキュラ®点眼液の国

内販売権の許諾契約の更改にかかる取引基本契約を締結しており、平成20年10月１日から平成24

年９月30日までの４年間についても参天製薬株式会社に対して同製品を販売する予定でありま

す。

武田薬品工業株式会社に対するAmitiza®カプセルの製造供給契約期限は、平成32年12月31日

となっております。Amitiza®カプセルの製造供給契約期限後の取扱は現時点では未定でありま

す。

なお、参天製薬株式会社、武田薬品工業株式会社との契約については、契約期間中であってもそ

の内容の重大な変更や、解除が起こる可能性があり、その内容によっては当社の業績に重大な影

響を与える可能性があります。

 

(６)特定仕入先、特定外注先への依存

当社は、レスキュラ®点眼液及びAmitiza®カプセルに関する主要原料及び主要な資材の仕入

を特定の仕入先に依存しております。また、Amitizaカプセルの製剤工程の一部及び包装工程につ

いても米国に所在する特定の外注先に依存しております。

何らかの要因により当該原料、資材の供給及び製造工程が停止した場合、当社の生産活動に悪

影響を与える可能性があります。更に、これに起因して当社製品の供給が滞った場合やこれらの

企業との契約が期間満了、解除その他の理由により終了した場合、当社の業績に重大な影響を与

える可能性があります。

 

(７)品質管理

当社の取扱製品であるレスキュラ®点眼液、Amitiza®カプセル等は、医薬品として薬事法等法

令諸規則によりその製造工程及び品質が厳しく管理されております。しかしながら、予期せぬ品
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質トラブル、副作用等の発生、第三者による異物混入等の要因により販売中止又は製品回収等の

事態となった場合、様々な費用負担が発生し、当社の業績及び財政状態に影響を与える可能性が

あります。

 

(８)生産の停滞・遅延

当社の生産設備は兵庫県三田市の三田事業所に集約されており、同事業所において自然災害、

火災等の要因により生産活動の停滞・遅延が起こった場合、当社の業績及び財政状態に影響を与

える可能性があります。当社では生産拠点の集中リスクの観点から、生産拠点の分散を継続的に

検討しておりますが、当面は三田事業所のみでの生産を継続する予定であります。また、Amitiza

®カプセルは、その生産工程において、一定期間の仕掛品の保管を外部の倉庫業者に委託してい

る他、製造工程の一部を米国の複数の外注先に委託しております。当社では、品質管理体制に問題

がないことを確認した上で、これらの委託業者を選定しておりますが、これら委託先の品質管理

に問題が発生した場合や、製造機能が停止した場合、製品供給が滞り、当社の業績及び財政状態に

影響を与える可能性があります。

 

(９)訴訟等

医療用医薬品の製造・販売を主たる事業とする当社は、特許、製造物責任、独占禁止法、消費

者、環境等に関わる訴訟の提起、行政処分を受ける可能性があり、訴訟、行政処分等が発生した場

合、それらの動向は、当社の業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。なお、現在、当

社の経営に大きな影響を与える訴訟は提起されておらず、行政処分もございません。

 

４．法制度について

(１)医療行政の動向

当社の事業は、国内においては主に薬事法により規制されておりますが、その他、健康保険法、

製造物責任法（PL法）、独占禁止法、環境関連法等の規制も受けております。これらの法的規制が

改定された場合、当社の業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

また、当社は日本以外の国・地域においても事業を展開しており、それらの国・地域における

医薬品に関する様々な規制の改定が行われた場合、当社の業績及び財政状態に影響を与える可能

性があります。

 

(２)薬価基準

当社の主力製品であるレスキュラ®点眼液は、薬価基準に収載されております。薬価基準は

「健康保険法の規定による療養に要する費用の額の算定方法」として、厚生労働大臣が告示する

ものであり、医療保険で使用できる医薬品の範囲と医療機関が使用した医薬品の請求価格を定め

たものであります。

この薬価基準については、厚生労働省が市場における売買価格の実勢価格調査を行い、その結

果を反映した定期的な改定が行われており、レスキュラ®点眼液については、平成16年４月に

3.2％、平成18年４月に5.0％、平成20年４月には3.0％の薬価基準改定（引下げ）が行われまし
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た。

当社では、レスキュラ®点眼液の定期的な薬価基準引下げを想定した事業運営を行っておりま

すが、想定範囲を超えた薬価改定や、その他の医療保険制度の改定があった場合、当社の業績及び

財政状態に影響を与える可能性があります。

 

(３)移転価格税制

当社の医薬品の研究開発支援サービス事業においては、Sucampoグループ各社との継続的な取

引が存在します。Sucampoグループとの取引に際しては、当社は国際的な税務規範に従い、適正な

申告を行うよう努めております。

しかしながら今般、多くのグローバル企業において、移転価格税制にかかわる問題が発生して

おります。当社もSucampoグループ各社との取引について、税務当局との見解の相違にあたるよう

な事例が発生した場合、協議や審判に発展する場合があり、当社の業績及び財政状態に影響を与

える可能性があります。

 

５．研究開発について

(１)新薬開発の不確実性

新薬の開発に際しては、安全性や効能に関する懸念、予期せぬ副作用、臨床試験データが競合品

に対して有意差を示さない等の理由により、開発計画の遅延、開発の中止に至る場合があります。

また、当局への製造販売承認申請を行ったとしても、不許可となる場合もあり、製品化までには多

くの不確実性を含んでおります。

当社は、新薬開発に毎年多額の研究開発投資を行っておりますが、これらの理由から、研究開発

投資に見合う新薬の売上高もしくは利益の確保ができない場合、当社の業績及び財政状態に影響

を与える可能性があります。 

 

(２)人材の確保及び育成

当社の研究開発業務は、研究開発本部の医学博士である真島行彦及びその他の主要な役職員に

よる継続的な業務の執行に依存しています。そのため、常に優秀な人材の確保と育成に努めてお

りますが、このような人材確保又は育成が計画通りに行えない場合、研究開発の進捗が停滞し、当

社の業績に影響を与える可能性があります。 

 

６．その他 

(１)知的所有権

当社は、医薬品の製造・販売、及び研究開発活動において様々な知的所有権を使用しており、こ

れらは当社所有の権利又は所有者より使用許諾を受けた権利であります。 

しかしながら、出願中の特許が登録に至らない可能性や、当社が所有又は使用許諾を受けた知

的所有権に優位する知的所有権が第三者によって生み出される可能性があります。また、第三者

の知的所有権の侵害に基づく将来の係争を完全に回避することは困難であり、こうした結果、当

社の業績及び財政状態に重大な影響を与える可能性があります。
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更に、当社の業務の過程で生じた特許の発明者の特定や特許法の定める相当な対価の金額の算

定が困難な場合もあり、当社保有の特許に関して社員その他の第三者から何らかの請求が行われ

る可能性も完全には否定できず、そのような事態が生じた場合には、当社の業績に影響を与える

可能性があります。

 

(２)外国為替の影響

当社の製造するAmitiza®カプセルは、武田薬品工業株式会社を通じて米国にて販売されてお

り、また、製造工程の一部を米国の製造会社に外注委託しております。両取引とも米ドル建である

ことから、同製品の売上高及び製造原価は、米ドル為替相場の影響を受けており、予想以上に為替

相場の変動が進んだ場合、当社の業績に影響を与える可能性があります。

 

(３)個人情報保護法

当社は、「個人情報の保護に関する法律」に規定された「個人情報取扱事業者」に該当してお

り、全役職員による同法の遵守を目的として平成19年12月１日より「個人情報管理規程」を制定

し、あわせて、社内情報システムにおける顧客データベースへのアクセス制限、個人情報関連ファ

イル持出し制限を行う等の施策を実施しております。

しかしながら、不測の事態により、個人情報が外部に漏洩する等の事態が生じた場合、損害賠償

の支払い、当社の信用低下等により、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(４)小規模組織

　 　当社は平成20年３月31日現在、取締役４名、監査役３名並びに従業員82名と組織が小さく、社内

管理体制もこの規模に応じたものとなっております。今後、事業拡大に伴い人員増強を図る方針

であり、内部管理体制もこれに合わせて強化させていく予定ですが、事業の拡大や人員の増強に

対して適切かつ十分な組織対応ができなかった場合には、当社の事業遂行及び拡大に制約が生

じ、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(５)ストック・オプション

　当社は、役職員の事業に対する貢献意欲及び経営への参加意識を高めるため、新株予約権（以

下、「潜在株式」）を利用したストック・オプション制度を採用しております。

当社は、今後もストック・オプションを発行する可能性があり、発行された新株予約権の行使

により発行された新株は、将来的に当社株式公開後の当社株式価値の希薄化や株式売買の需給へ

の影響をもたらし、当社株価形成に影響を与える可能性があります。

また、「ストック・オプション等に関する会計基準」及び「ストック・オプション等に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会）の適用により、会社法施行後のストック・オプ

ションの発行に際しては費用計上が義務付けられているため、今後のストック・オプションの発

行は、当社の業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

ストック・オプションの内容については、「第一部　企業情報　第４　提出会社の状況　１　株式

等の状況　(２)新株予約権等の状況及び(８)ストック・オプション制度の内容」をご参照くださ
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５ 【経営上の重要な契約等】

当社の経営上の重要な契約は以下のとおりであります。

(１) 技術導入契約

 

相手方の名称（国名） 契約書名 契約品目 契約内容 契約期間

アステラス製薬株式会社 ライセンス契約書 眼科疾患領域化合物
眼科適用についての独占
実施権の許諾

平成16年６月30日から
本契約の対象となって
いる特許の満了日

Novartis Pharma AG 
（スイス）

JAPANESE FORMULATION
PATENT USE RIGHT

レスキュラ®点眼液
製剤特許の日本における
専用実施権の許諾

平成17年10月12日から
本契約の対象となって
いる特許の満了日

田辺三菱製薬株式会社 基本契約書
遺伝子組換ヒト血清
アルブミン

ドライアイ適用について
の実施権の許諾

平成20年６月４日から
販売開始後10年間
以後６ヵ月前の更新拒
絶の通知がない限り、１
年毎の自動更新

 

(２) 取引契約

 

相手方の名称（国名） 契約書名 契約品目 契約内容 契約期間

参天製薬株式会社 取引基本契約書
レスキュラ®点眼
液

国内販売権の許諾

平成16年10月１日か
ら
平成20年９月30日ま
で

参天製薬株式会社 取引基本契約書
レスキュラ®点眼
液

国内販売権の許諾

平成20年10月１日か
ら
平成24年９月30日ま
で

武田薬品工業株式会社
Sucampo Pharmaceuticals,

Inc.
(米国)

SUPPLY AGREEMENTAmitiza®カプセル
米国、カナダにおける製
造供給契約

平成16年10月29日か
ら
平成32年12月31日ま
で

武田薬品工業株式会社
Sucampo Pharmaceuticals,

Inc.
(米国)

SUPPLY AND PURCHASE
AGREEMENT

Amitiza®カプセル
米国、カナダにおける製
造供給契約

平成18年１月25日か
ら
平成32年12月31日ま
で

Sucampo Pharmaceuticals,
Inc.（米国）

RU-0211 EXCLUSIVE
MANUFACTURING AND
SUPPLY AGREEMENT

RU-0211
開発候補化合物に関す
る治験薬供給契約

平成16年６月23日か
ら
平成36年６月22日ま
で

Sucampo Pharmaceuticals,
Inc.（米国）

SPI-8811 AND SPI-017
EXCLUSIVE CLINICAL
MANUFACTURING AND
SUPPLY AGREEMENT

SPI-8811
SPI-017

開発候補化合物に関す
る治験薬供給契約

平成18年10月４日か
ら
平成20年10月３日ま
で
以後90日前に契約を
更新しない旨の合意
がない限り、２年毎の
自動更新

Sucampo Pharma Europe,
Ltd.（英国）

RU-0211 EXCLUSIVE
MANUFACTURING AND
SUPPLY AGREEMENT

RU-0211
開発候補化合物に関す
る治験薬供給契約

平成17年６月24日か
ら
平成37年６月23日ま
で

日産化学工業株式会社

取引基本契約書

レスキュラ®点眼
液
Amitiza®カプセル
の原材料等

購買に関する基本取引
契約

平成４年９月７日か
ら
平成９年９月６日ま
で
以後３ヶ月前の更新
拒絶の通知がない限
り、１年毎の自動更新

委受託製造に関する基
本取引契約書

委受託製造に関する基
本取引契約

平成16年３月22日か
ら
平成24年３月21日ま
で
以後３ヶ月前の更新
拒絶の通知がない限
り、１年毎の自動更新
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Catalent Pharma 
Solutions,Inc.
（米国）

COMMERCIAL 
MANUFACTURING 
AGREEMENT

Amitiza®カプセル

外注委託
に関する
商業生産
契約

製剤工程

平成17年6月21日から
平成22年6月20日まで
以後12ヶ月前の更新
拒絶の通知がない限
り、1年毎の自動更新

PACKAGING AGREEMENT 包装工程

平成17年12月13日か
ら
平成22年12月12日ま
で

TestPak, Inc．
（米国）

SUPPLY AGREEMENTAmitiza®カプセル
外注委託に関する供給
契約

平成19年7月31日から
平成22年7月30日まで
以後60日前の更新拒
絶の通知がない限り、
１年毎の自動更新

伸晃化学株式会社
継続的取引基本
契約書

レスキュラ®点眼
液

資材等の仕入れに関す
る取引基本契約

平成20年１月31日か
ら
平成21年１月30日ま
で
以後６ヶ月前の更新
拒絶の通知がない限
り、１年毎の自動更新
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６ 【研究開発活動】

当社は、製薬企業として研究開発を事業展開上の優先課題としています。治療法や治療薬がない等

の臨床現場のニーズに基づいた眼科分野を中心とする疾患をターゲットに、医療用医薬品の開発に力

を注いでいます。

医薬品の開発ステージのうち、物質創製、スクリーニング、薬剤学的研究等の探索研究と、有効性試

験、安全性試験、代謝試験、物性検討、理化学試験等前臨床試験は三田事業所にある研究施設で行われ

ています。当社の研究開発組織は、化合物合成、製剤処方検討、治験薬及び製品製造まで一貫した医薬

品候補化合物の製造を担当するファーマケミカル事業部と、様々な開発ステージで有効性、安全性の

評価を担当する研究開発本部とで構成されています。重要な開発テーマについては、プロジェクト制

とし、事業部や組織にとらわれない柔軟な人材活用により、組織的、系統的な研究開発を実施できる体

制としています。一部の非臨床試験や臨床試験の実施には、専門の受託機関を活用する等、リソース配

分を常に意識した効率的な開発業務の推進に努めています。先進性が求められる探索研究では、国内

・海外の大学や企業との共同研究を積極的に行っています。

 

(１)研究開発費の総額等

当事業年度における研究開発費の総額は、757百万円であります。

 

(２)事業部門別の研究開発活動

　①　医薬品の研究開発事業　　

医薬品の研究開発事業において、以下のパイプラインの開発を行っております。

 

イ）網膜疾患

レスキュラ®点眼液は、緑内障、高眼圧症治療薬として、10年以上の長期に亘る臨床経験から安全

性が確立されており、細胞や動物を用いた基礎試験の結果から、視神経保護作用、眼循環改善作用等

が認められています。大学病院で行われた臨床研究において、網膜色素変性と診断された患者に対

して、レスキュラ®点眼液の投与により著効を来たした結果が学会報告されています。本プロジェ

クトはこれまでオフラベルユース（注）で利用されてきた網膜疾患への適応拡大のための開発を

行うプロジェクトです。

網膜色素変性は、先天性進行性夜盲をきたす遺伝性で両眼に発症する網膜疾患で、進行性の夜盲

と視野狭窄をきたし、末期には高度の視力低下、更には失明にまで至ることもある病気です。

当社は、網膜色素変性患者が日本において５万人未満と推定されること（財団法人難病医学研究

財団調べ）、また代替する適切な医薬品又は又は治療方法がないことから、網膜色素変性に対する

治験を希少疾病用医薬品（オーファンドラッグ）として実施することを計画しております。第19期

事業年度中には日本において「新医薬品の治験実施計画」を提出し、本報告書提出日現在では、臨

床試験を開始しております

現在までに得られている臨床研究における研究結果は予備的段階であるため、レスキュラ®点眼

液の網膜色素変性への効能追加に関して結論を出すことはできません。有効性を判断するために、

臨床試験の実施が必要となります。

（注）オフラベルユース（off-label use）とは、適応外使用ともいい、承認された効能以外の目
的で医薬品を使用することをいいます。
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　ロ）ドライアイ

ドライアイは、涙液層や眼表面の障害を特徴とする慢性で多因性の病気です。目を酷使する機

会が多くなった現代社会では、ドライアイ患者は年々増加しており、国内には2,200万人もの患者

（京都府立医科大学眼科研究室調査より）がいると推定されています。涙液の補充を目的として

人工涙液の投与、自覚症状の緩和を目的としてコンドロイチン硫酸、グルタチオン、ヒアルロン酸

を主成分とする点眼液が治療に使われていますが効果は十分とはいえない状況です。

健康な眼表面において涙液層は、角膜表面から順に、ムチン層、水層、油層の３層から構成され

ており、涙液層には、電解質、タンパク質、栄養素、上皮細胞成長因子等、数多くの成分が含まれて

います。眼表面において涙液層の果たす役割は大きく、涙液減少型のドライアイでは涙液の減少

により角膜上皮の機能が損なわれ、涙液層の保持作用も低下するという悪循環が生じ、その結果、

角結膜上皮の障害が慢性化すると考えられています。

現在行われている自己血清療法は、重症のドライアイ患者に対して行われている療法で、自己

血液から血清成分を分離して、それを点眼液として臨床活用する方法で、血清成分に含まれる成

長因子などの存在により効果を発揮すると考えられています。また最近の研究では、涙液層のう

ちムチン層は、ムチン様糖タンパクを発現させ、涙液層の保持に積極的に関与していると考えら

れており、さらに結膜の杯細胞から分泌されるムチンは涙液層全体の安定化に寄与していること

が知られています。このような知見から、ムチン産生を増強するような成分を含む点眼液の投与

により、ドライアイ症状を改善し得ることが示唆されます。

当社は、血清成分のうち血清タンパク質に着目し、結膜上皮細胞を用いた実験において血清タ

ンパク質の存在によりムチン産生能が増強するという実験結果を得ました。当社は、第20期事業

年度中のフェーズ１臨床試験の開始を目指して、前臨床試験を開始しました。細胞を用いた試験

や、動物試験の結果から、人体に対する結果を予測することは難しく、血清タンパク質の眼科適用

に対する安全性又は又は効能について結論を出すことはできません。有効性、安全性を判断する

ために、さらなる試験の実施が必要となります。

 

ハ） 糖尿病網膜症

国内における推定糖尿病患者数は、平成15年の厚生労働省の調査では740万人と発表され（平

成14年度糖尿病実態調査より）、現在も患者数は増加しており、今後もその傾向は変わらないと

予想されております。糖尿病と診断された人の中で糖尿病網膜症の有病率は23％（平成12年－平

成14年に行われた船形町研究）（注1）となっていますが、糖尿病罹病期間が10～15年以上にな

ると網膜症の有病率は80％近くにもなり(Long-term results of the Kumamoto Study on

optimal diabetes control in the 2 diabetic patients.  Diabetes Care 23

(Suppl2):B21-B29, 2000より)、失明につながる増殖網膜症も高率になって行くことが知られて

います。

現在、非増殖性網膜症（注2）の視力低下の原因である糖尿病黄斑浮腫（注3）に対して、血管

透過性を抑える抗VEGF製剤（注4）やステロイド剤の臨床治験が行われております。これらの治

療薬はある期間一過性に使用する薬剤ですが、根本的治癒に到る結果が出ているわけではありま

せん。
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当社は、糖尿病網膜症の新薬開発を目的として、アステラス製薬株式会社から糖尿病において

体内で増加する酵素を阻害する物質のライセンスを取得致しました。更に、細胞や動物を用いた

実験で化合物の最適化を行い、候補化合物を複数選定しております。これらの候補化合物の有効

性や安全性を確認する試験を行っています。

 

(注1)　船形町研究：山形県船形町の35歳以上の全住民を対象に、糖尿病を中心とした住民検診を

行い、特に糖尿病を発症して早期の糖尿病網膜症の有病率について行われた調査。

(注2)　非増殖性網膜症：糖尿病網膜症のうち、血管の透過性亢進により網膜内に出血や脂肪の沈

着を主体とする病態で、進行は緩慢。主に内科的治療（高血糖や高血圧の改善）が行われ

ている。

(注3)　糖尿病黄斑浮腫：糖尿病網膜症に見られる病態で、血管の透過性亢進（漏出）により、黄

斑部に水が溜まり視力が低下する。

(注4)　VEGF：vascular endothelial growth factor　血管内増殖因子

 

ニ）加齢黄斑変性

国内の加齢黄斑変性（注1）の有病率は0.9％（男性1.9、女性0.2）であり、50歳以上の約100人

に１人が加齢黄斑変性に罹患しています（久山町研究より（注2））。この内、脈絡膜新生血管

（注3）を伴う滲出型（注4）加齢黄斑変性の有病率は0.7%、非滲出型（萎縮型）（注5）加齢黄

斑変性が0.2%であり（久山町研究より）、滲出型加齢黄斑変性が多くみられます。滲出型加齢黄

斑変性に対する治療は、現在、新生血管誘発因子であるVEGFの作用を抑える薬や新生血管抑制作

用を持つステロイド剤等が開発されています。

当社では、アステラス製薬株式会社からライセンス取得した酵素阻害物質の候補化合物の中か

ら、滲出型及び萎縮型加齢黄斑変性に対して、網膜色素上皮細胞の機能を改善する治療薬の前臨

床試験を進めております。

　

(注1)　加齢黄斑変性：黄斑の加齢変化を基盤に発症する変性で、新生血管を伴う滲出型と萎縮型

があり、予後は不良。

(注2)　久山町研究：平成10年から福岡県久山町の住民を対象に行われた眼科検診及び疫学調査。

(注3)　脈絡膜新生血管：脈絡膜由来の網膜下新生血管で、脈絡膜から網膜色素上皮に進入したも

の。

(注4)　滲出型：黄斑部に生じた脈絡膜新生血管を主要病変とし、血管の透過性亢進により液体成

分の漏出による浮腫や出血により視力低下を来たす。

(注5)　萎縮型：新生血管が発症せず、加齢により黄斑部の網膜色素上皮の萎縮が主要病変で、進

行は緩慢であるが徐々に視力低下を生じる。

 

ホ）育毛プロジェクト

国内における平成18年の育毛剤・発毛剤の出荷高は350億円強（平成19年８月20日付日経産業

新聞/ 平成19年５月29日富士経済より）となっております。
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当社の自社開発化合物であるRK-023は、マウスを用いた発毛試験において好成績を示した化合

物です。当社は、第20期事業年度中のフェーズ１臨床試験の開始を目指して、前臨床試験を開始し

ました。動物試験の結果から、人体に対する結果を確実に予測することは難しく、RK-023の安全性

又は効能について現時点でその結論を出すことはできません。有効性、安全性を判断するために

は、さらなる試験の実施が必要となります。

 

②　医薬品の研究開発支援サービス事業

外部の医薬品開発会社の医薬品開発を支援するため、当社において製剤処方検討、分析手法開

発、量産化等の研究開発を行っております。現在、SPI社よりAmitiza®カプセルの適応症拡大等に

関する以下の業務を受託しております。

・　　慢性特発性便秘症：日本におけるフェーズ2/臨床試験サポート

・　　モルフィネ性便秘症：米国及びカナダ内におけるフェーズ2/3臨床試験サポート

 

７ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中における将来に関する事項は、本報告書提出日現在において、当社が判断したものです。

(１)財政状態の分析

　 　（流動資産）

　　　　流動資産の残高は5,204百万円（前事業年度末5,495百万円）となり、290百万円減少しました。主な

要因は、Amitiza®カプセルの増産によりたな卸資産が増加（1,141百万円から2,282百万円へ

1,141百万円増）した一方で、長期借入金の返済等により現金及び預金が減少（3,933百万円から

2,160百万円へ1,773百万円減）したためであります。

　　（固定資産）

　　　　固定資産の残高は2,978百万円（前事業年度末1,340百万円）となり、1,637百万円増加しました。主

な要因は、保有していたSucampo Pharmaceuticals,Inc.社の株式について、当該株式の米国

NASDAQ証券取引所への上場に伴って時価評価を行った結果、投資有価証券が増加（69百万円から

1,991百万円へ1,922百万円増）したためであります。

　　（流動負債）

流動負債の残高は1,928百万円（前事業年度末1,737百万円）となり、190百万円増加しました。

主な要因は、未払法人税等が増加（374百万円から1,067百万円へ693百万円増）した一方で、買掛

金の減少（291百万円から177百万円へ113百万円減）や前受金の減少（693百万円から448百万円

へ245百万円減）があったためであります。

　　（固定負債）

　固定負債の残高は1,123百万円（前事業年度末2,855百万円）となり、1,731百万円減少しまし

た。主な要因は、投資有価証券の評価差額等にかかる長期繰延税金負債574百万円を新たに計上し

た一方で、長期借入金の減少（2,500百万円から500百万円へ2,000百万円減）や販売権付与の期

間対価として受領し、長期前受金に計上していた額が前受金に振替計上されたことによる減少

（315百万円から－百万円へ315百万円減）があったためであります。

 (純資産)
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純資産の残高は5,130百万円（前事業年度末 2,243百万円）となり、2,887百万円増加しまし

た。要因は、その他有価証券評価差額金の増加（△0百万円から1,149百万円へ1,149百万円増

加）、当期純利益の計上による繰越利益剰余金の増加（1,774百万円から3,512百万円へ1,737百

万円増）があったためであります。

 

(２)経営成績の分析

（売上高）

レスキュラ®点眼液については、緑内障の市場規模が拡大基調にある一方で、多くの薬剤や競

合薬の影響を受け、販売権の期間対価及び原薬輸出等を含む売上高は3,479百万円（前年同期比

4.2％減）となりました。また前事業年度より商業生産を開始したAmitiza®カプセルは、平成19

年３月に競合薬の販売が中止となった影響等もあり、売上高は2,502百万円（前年同期比79.5％

増）まで伸長しました。これらの結果、医薬品の研究開発支援サービスの売上高も含め、当事業

年度の売上高は6,332百万円（前年同期比21.1％増）となりました。

 

(売上総利益)

売上原価においては、Amitiza®カプセルの販売増加に伴い、2,008百万円（前年同期比44.9％

増）にまで増加しましたが、売上高も堅調に推移し、売上総利益は4,324百万円（前年同期比

12.6％増）まで増加しました。また、売上原価率は31.7％（前年同期比5.2ポイント増）となり

ました。これは、Amitiza®カプセルの売上に占める割合が高くなったためであります。

 

(営業利益、経常利益)

研究開発費が757百万円（前年同期比58.3％増）となったことや、従業員の増加に伴い、給与

手当が185百万円（前年同期比59.2％増）となったこと等により、販売費及び一般管理費の合計

は1,516百万円(前年同期比10.7％増)となりました。この結果、営業利益は2,807百万円（前年同

期比13.6％増）となり、売上高営業利益率は44.3％（前年同期比3.0ポイント減）となりまし

た。また、営業外損益においては、主なものとして受取利息及び為替差損益、支払利息が計上され

ており、これらの結果、経常利益は2,713百万円（前年同期比9.7％増）となり、売上高経常利益

率は42.9％（前年同期比4.4ポイント減）となりました。

 

(税引前当期純利益、当期純利益)

特別損益においては、保有株式の売却等に伴い、804百万円（前年同期比366.7％増）の特別利

益を計上したこと等により、税引前当期純利益は3,518百万円（前年同期比49.9％増）、当期純

利益は2,070百万円(前年同期比47.6％増)となりました。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社では、生産設備や研究開発機器の新設、更新・合理化などを目的として設備投資を継続的に実

施しております。当事業年度の設備投資は、三田工場の研究機器増強などを実施しており、その総額は

253百万円であります。

　

２ 【主要な設備の状況】

平成20年３月31日
現在

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械
及び装置

土地
(面積㎡)

その他 合計

本社
(東京都千代田区)

販売業務施設及
び管理業務施設

16,197 1,346 ― 10,08227,627　16

三田工場
(兵庫県三田市)

医薬品研究開発
及び製造工場

280,126169,133 ― 228,786678,046　66

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であります。なお、金額には消費税等は含まれておりませ

ん。

２　帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。

３　現在休止中の設備はありません。

４　賃借契約による主な賃借設備は、次の通りであります。

 

名称 面積 契約期間
年間賃借料
(千円)

本社 411.6㎡ 3年 49,020千円

三田工場

建物 4,093.3㎡ 5年 116,620千円

土地 1,679.0㎡ 30年 4,812千円
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

（１） 重要な設備の新設等

 

事業所名
(所在地)

事業部門 設備の内容

投資予定額
（百万円）

資金調達方法 着手年月
完了予定
年月

完成後の
増加能力

総額 既支払額

三田工場
(兵庫県三田
市)

ファーマケ
ミカル事業
部

包装設備の
更新

65  ― 自己資金
平成20年２

月

平成20年７

月
（注）１

製造設備の
増強

35  ― 自己資金
平成20年５

月

平成20年11

月
（注）２

製造工程研
究設備の新
設

205  ― 自己資金
平成20年５

月

平成20年12

月
（注）３

用水設備の
更新

44  ― 自己資金
平成20年５

月

平成20年12

月
（注）１

（注)　１　既存設備の更新であり、生産能力の増加はありません。
２　既存製品にかかる原薬製造設備の拡充であり、生産能力は100％増加となります。
３　新たな製造工程開発のための研究を目的とした設備の取得であり、生産能力の増加はありません。
４　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

 

（２） 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 96,000

計 96,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 47,480 49,185

大阪証券取引所
(ニッポン・ニュー
・マーケット―
「ヘラクレス」)

―

計 47,480 49,185 ― ―

(注)１　提出日現在の発行数には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使に

より発行された株式数は、含まれておりません。

　　　２　当社は、平成20年４月９日に株式会社大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－（ヘラクレス）に上

場し、発行済株式数が1,340株増加しております。

　　　３　当社は、平成20年５月７日に第三者割当増資を行い、発行済株式数が315株増加しております。

　　　４　当社は、平成20年５月26日の新株予約権の行使により、発行済株式数が50株増加しております。
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであり

ます。

　①平成16年６月25日定時株主総会（第１回新株予約権）

 

 
事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数（個） 88 41

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ２ ２

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 88 41

新株予約権の行使時の払込金額（円） 263,000 263,000

新株予約権の行使期間

自　平成18年６月25日（若し
くは株式新規公開のいず
れか遅い方の日）

至　平成26年６月25日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　263,000
資本組入額　131,500

同左

新株予約権の行使の条件

１.各新株予約権の行使にあ
たっては、新株予約権1個の一
部についてこれを行使するこ
とはできないものとする。新
株予約権の行使の結果、新株
予約権者に対して発行される
株式の数は整数でなければな
らず、1株未満の端数の部分に
ついては、これを切り捨てる
ものとする。新株予約権は権
利行使時においても、当社の
取締役、監査役、従業員又は
パートタイム勤務者であるこ
とを要す。但し、任期満了によ
る退任により取締役若しくは
監査役の地位を喪失した者、
又は会社都合による退職によ
り地位を喪失した従業員若し
くはパートタイム勤務者は、
当社の株式新規公開の後にお
いて、かつその地位喪失後
１ヶ月以内に限り、新株予約
権を行使することができる。
２.この他の条件は、新株予約
権発行の取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権者との
間で締結する新株予約権割当
契約に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その
他の処分は認めない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項

― ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は１株であります。

２  当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整する。なお、行使価額の調整に

際して計算が必要な場合は、１円未満の端数は、小数第一位までを算出し小数第一位を四捨五入する。
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調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率
 

　　また、調整前行使価額を下回る払込金額をもって、当社普通株式を新規に発行又は自ら所有する当社株式

を移転処分する場合若しくは、調整前行使価額を下回る価額を新株１株の発行価額とする当社普通株

式の新株予約権又は新株予約権を付与された証券を発行する場合は、次の行使価額調整式をもって、行

使価額を調整するものとする。

 

 

調整後行使価額

 

＝
既発行株式数×調整前行使価額　＋ 新発行株式数×１株当り払込金額

既発行株式数＋新発行株式数  
 

EDINET提出書類

株式会社アールテック・ウエノ(E15678)

有価証券報告書

 37/113



②平成16年6月25日定時株主総会（第2回新株予約権）

 

 
事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数（個） 78 75

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 78 75

新株予約権の行使時の払込金額（円） 263,000 263,000

新株予約権の行使期間
自　平成18年６月25日
至　平成26年６月25日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　263,000
資本組入額　131,500

同左

新株予約権の行使の条件

１. 各新株予約権の行使にあ
たっては、新株予約権1個の一
部についてこれを行使するこ
とはできないものとする。新
株予約権の行使の結果、新株
予約権者に対して発行される
株式の数は整数でなければな
らず、1株未満の端数の部分に
ついては、これを切り捨てる
ものとする。新株予約権は権
利行使時においても、当社の
取締役、若しくは監査役、又は
従業員であることを要す。但
し、任期満了による退任によ
り取締役若しくは監査役の地
位を喪失した者、又は会社都
合による退職により地位を喪
失した従業員は、当社の株式
新規公開の後において、かつ
その地位喪失後１ヶ月以内に
限り、新株予約権を行使する
ことができる。
２．新株予約権の行使は、行
使期間中の６月25日を末日と
する各１年間において、割り
当てられた新株予約権の数の
25％を超えない範囲でのみ行
なうことができる。
３.この他の条件は、新株予約
権発行の取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権者との
間で締結する新株予約権割当
契約に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その他
の処分は認めない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項

― ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は１株であります。

２  当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整する。なお、行使価額の調整に

際して計算が必要な場合は、１円未満の端数は、小数第一位までを算出し小数第一位を四捨五入する。
 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率
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　　また、調整前行使価額を下回る払込金額をもって、当社普通株式を新規に発行又は自ら所有する当社株式

を移転処分する場合もしくは、調整前行使価額を下回る価額を新株１株の発行価額とする当社普通株

式の新株予約権又は新株予約権を付与された証券を発行する場合は、次の行使価額調整式をもって、行

使価額を調整するものとする。

 

調整後行使価額

 

＝
既発行株式数×調整前行使価額　＋ 新発行株式数×１株当り払込金額

既発行株式数＋新発行株式数  
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③平成18年2月17日臨時株主総会（第3回新株予約権）

 

 
事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数（個） 824 824

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 824 824

新株予約権の行使時の払込金額（円） 590,000 590,000

新株予約権の行使期間
自　平成20年２月17日
至　平成28年２月16日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　590,000
資本組入額　295,000

同左

新株予約権の行使の条件

１. 各新株予約権の行使にあ
たっては、新株予約権1個の一
部についてこれを行使するこ
とはできないものとする。新
株予約権の行使の結果、新株
予約権者に対して発行される
株式の数は整数でなければな
らず、1株未満の端数の部分に
ついては、これを切り捨てる
ものとする。新株予約権は権
利行使時においても、当社の
取締役、若しくは監査役、又は
従業員であることを要す。但
し、任期満了による退任によ
り取締役若しくは監査役の地
位を喪失した者、又は当社都
合による退職により地位を喪
失した従業員は、当社の株式
新規公開の後において、かつ
その地位喪失後１ヶ月以内に
限り、新株予約権を行使する
ことができる。
２．新株予約権の行使は、行
使期間中の２月16日を末日と
する各１年間において、割り
当てられた新株予約権の数の
25％を超えない範囲でのみ行
なうことができる。
３.この他の条件は、新株予約
権発行の取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権者との
間で締結する新株予約権割当
契約に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その他
の処分は認めない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項

― ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は１株であります。

２  当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整する。なお、行使価額の調整に

際して計算が必要な場合は、１円未満の端数は、小数第一位までを算出し小数第一位を四捨五入する。
 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率
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　　また、調整前行使価額を下回る払込金額をもって、当社普通株式を新規に発行又は自ら所有する当社株式

を移転処分する場合もしくは、調整前行使価額を下回る価額を新株１株の発行価額とする当社普通株

式の新株予約権又は新株予約権を付与された証券を発行する場合は、次の行使価額調整式をもって、行

使価額を調整するものとする。

 

調整後行使価額

 

＝
既発行株式数×調整前行使価額　＋ 新発行株式数×１株当り払込金額

既発行株式数＋新発行株式数  

 

 

EDINET提出書類

株式会社アールテック・ウエノ(E15678)

有価証券報告書

 43/113



　　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

④平成18年6月29日定時株主総会（第4回新株予約権）

 

 
事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数（個） 134 134

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 134 134

新株予約権の行使時の払込金額（円） 590,000 590,000

新株予約権の行使期間
自　平成20年６月29日
至　平成28年６月28日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　590,000
資本組入額　295,000

同左

新株予約権の行使の条件

１. 各新株予約権の行使にあ
たっては、新株予約権1個の一
部についてこれを行使するこ
とはできないものとする。新株
予約権の行使の結果、新株予約
権者に対して発行される株式
の数は整数でなければならず、
1株未満の端数の部分について
は、これを切り捨てるものとす
る。新株予約権は権利行使時に
おいても、当社の取締役、若し
くは監査役、又は従業員である
ことを要す。但し、任期満了に
よる退任により取締役若しく
は監査役の地位を喪失した者、
又は会社都合による退職によ
り地位を喪失した従業員は、当
社の株式新規公開の後におい
て、かつその地位喪失後30日以
内に限り、新株予約権を行使す
ることができる。
２.新株予約権の行使は、行使
期間中の６月28日を末日とす
る各１年間において、割り当て
られた新株予約権の数の25％
を超えない範囲でのみ行なう
ことができる。
３.この他の条件は、新株予
約権発行の取締役会決議に基
づき、当社と新株予約権者との
間で締結する新株予約権割当
契約に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その他
の処分は認めない。

同左

代用払込みに関する事項  ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項

 ― ―

 

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は１株であります。

２  当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整する。なお、行使価額の調整に

際して計算が必要な場合は、１円未満の端数は、小数第一位までを算出し小数第一位を四捨五入する。
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調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率
 

 

　　また、調整前行使価額を下回る払込金額をもって、当社普通株式を新規に発行又は自ら所有する当社株式

を移転処分する場合もしくは、調整前行使価額を下回る価額を新株１株の発行価額とする当社普通株

式の新株予約権又は新株予約権を付与された証券を発行する場合は、次の行使価額調整式をもって、行

使価額を調整するものとする。

 

調整後行使価額

 

＝
既発行株式数×調整前行使価額　＋ 新発行株式数×１株当り払込金額

既発行株式数＋新発行株式数  

 

 

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成15年9月24日

(注)１
40 2,374 12,000 257,10512,000 196,905

平成15年12月24日

(注)２
45,106 47,480 ― 257,105 ― 196,905

(注)１　有償第三者割当

　発行価格　　　600,000円

　　　　　資本組入額　　300,000円

　　　　　割当先　多田満長（12株）、位髙貞雄（10株）、梅園裕之、片山英二（各５株）、平田隆、橋寺由紀子

（各３株）、真島行彦（２株）

２　発行済株式数の増加は、株式分割（１：20）によるものであります。

３　平成20年４月８日を払込期日とする一般募集増資（ブックビルディング方式）により発行済株式総数が

　1,340株、資本金が311,550千円、資本準備金が311,550千円増加しております。

(発行価額　465,000円、資本組入額　232,500円)

４　平成20年５月７日を払込期日とするオーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資に

より発行済株式総数が315株、資本金が　73,237千円、資本準備金が　73,237千円増加しております。

(割当先　三菱ＵＦＪ証券株式会社、発行価額　465,000円、資本組入額　232,500円)

５　平成20年４月１日から平成20年５月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が50株、

資本金が6,575千円及び資本準備金が6,575千円増加しております。
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（５）【所有者別状況】

平成20年３月31日現
在

区分

株式の状況

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 3 ― 2 1 ― 31 37 ―

所有株式
数
(株)

― 1,690 ― 2,34016,370 ― 27,08047,480 ―

所有株式
数
の 割 合
(％)

― 3.56 ― 4.93 34.48 ― 57.03100.00 ―

 

（６）【大株主の状況】

平成20年３月31日現
在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

S&R Technology Holdings, LLC
（常任代理人　株式会社スキャ
ンポアーゲージャパン）

7201 Wisconsin Avenue, Suite 700
Bethesda, Maryland, U.S.A
（大阪市北区曽根崎新地二丁目２番16
号）

16,370 34.48

上野　隆司
（常任代理人　株式会社スキャ
ンポアーゲージャパン）

Bethesda, Maryland, U.S.A
（大阪市北区曽根崎新地二丁目２番16
号）

8,000 16.85

久能　祐子
（常任代理人　株式会社スキャ
ンポアーゲージャパン）

Bethesda, Maryland, U.S.A
（大阪市北区曽根崎新地二丁目２番16
号）

5,000 10.53

OPEパートナーズ二号投資事業
有限責任組合

東京都千代田区紀尾井町３番12号 2,543 5.36

OPEパートナーズ一号投資事業
有限責任組合

東京都千代田区紀尾井町３番12号 1,901 4.00

三菱UFJキャピタル株式会社 東京都中央区京橋二丁目14番１号 1,740 3.66

コーポレート・バリューアップ
・ファンド投資事業有限責任組
合

東京都千代田区霞ヶ関三丁目２番５号 1,694 3.57

SMBCキャピタル８号投資事業有
限責任組合

東京都千代田区九段北一丁目８番10号 1,566 3.30

シンプレックス・ジャパン・バ
リューアップ投資事業有限責任
組合

東京都新宿区四谷一丁目19番２号 1,271 2.68

三上　芳宏 東京都港区 1,271 2.68

計 ― 41,356 87.10

 

EDINET提出書類

株式会社アールテック・ウエノ(E15678)

有価証券報告書

 46/113



（７）【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現
在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　47,480 47,480 ―

単元未満株式 ―　 ― ―

発行済株式総数 47,480 ― ―

総株主の議決権 ― 47,480 ―

 

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現
在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
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（８）【ストックオプション制度の内容】

当社は、ストック・オプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法の規定に基づき

特に有利な条件をもって新株予約権を発行する方法によるもの、及び会社法の規定に基づきス

トック・オプションとして新株予約権を無償で発行したものであります。

当該新株予約権の内容は、以下のとおりであります。 

 

（第１回新株予約権）

 

 

決議年月日 平成16年６月25日

付与対象者の区分及び人数
当社役員２名、従業員28名、パートタイム勤務者13名
(注)２　　　

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 112株を上限とする

新株予約権の行使時の払込金額 「(2)　新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

同上

新株予約権の取得条項に関する事項 同上

(注)１　平成16年６月25日開催の定時株主総会において決議された上限112個のうち、平成16年６月25
日の取締役会決議に基づき、平成16年７月１日に新株予約権112個のうち110個を付与してお
ります。

２　付与後の退職者12名（内役員４名、従業員６名、パートタイム勤務者２名）を除いた人数であ
ります。また付与対象者の役職変更及び社員への登用により、本報告書提出日現在の付与対
象者の区分及び人数は、役員１名、執行役員１名、従業員31名、パートタイム勤務者10名と
なっております。

３　本報告書提出日現在において、被付与者の退職により24個が失権しております。
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（第２回新株予約権）

 

 

決議年月日 平成16年6月25日

付与対象者の区分及び人数 当社役員３名、当社従業員３名　(注)２

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 78株を上限とする

新株予約権の行使時の払込金額 「(２)　新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

同上

新株予約権の取得条項に関する事項 同上

(注)１　平成16年６月25日開催の定時株主総会において決議された上限78個のうち、平成16年６月25

日の取締役会決議に基づき、平成16年７月１日に新株予約権78個のうち78個を付与しており

ます。

２　付与対象者の役職変更により、本報告書提出日現在の付与対象者の区分及び人数は、役員２
名、執行役員２名、従業員２名となっております。

 

 

（第３回新株予約権）

 

 

決議年月日 平成18年２月17日

付与対象者の区分及び人数 当社役員２名、従業員４名　(注)２

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 824株を上限とする

新株予約権の行使時の払込金額 「(２)　新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上
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新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

同上

新株予約権の取得条項に関する事項 同上
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(注)１　平成18年２月17日開催の臨時株主総会において決議された上限824個のうち、平成18年２月17

日の取締役会決議に基づき、平成18年２月20日に新株予約権824個のうち824個を付与してお

ります。

２　付与対象者の役職変更により、本報告書提出日現在の付与対象者の区分及び人数は、役員２
名、執行役員１名、従業員３名となっております。

 

（第４回新株予約権）

 

 

決議年月日 平成18年6月29日

付与対象者の区分及び人数 当社役員３名、従業員２名　(注)２

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 134株を上限とする

新株予約権の行使時の払込金額 「(２)　新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

同上

新株予約権の取得条項に関する事項 同上

(注)１　平成18年６月29日開催の定時株主総会において決議された上限134個のうち、平成18年６月29

日の取締役会決議に基づき、平成18年７月１日に新株予約権134個のうち134個を付与してお

ります。

　２　付与対象者の役職変更により、本報告書提出日現在の付与対象者の区分及び人数は、役員１名、
執行役員２名、従業員２名となっております。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

 【株式の種類等】　　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。

 

３ 【配当政策】

当社は、製薬企業として新規化合物の導入などのビジネスチャンスに対応できるよう、財務基盤と

企業体質の強化を図るとともに、株主の皆様への利益配分を図ることが経営の重要課題であると考え

ております。剰余金の配当につきましては、業績に応じた成果配分を行うことを基本方針としており

ます。

内部留保資金については、成長に必要な研究開発投資及び新規化合物の導入など競争力向上のため

に必要な事業への投資に活用していく方針であります。

当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本方針としております。

このような考え方に基づき、平成20年３月期の配当は１株当り7,500円としております。

当社は、会社法第454条第５項に基づき、中間配当制度を採用しております。

剰余金の配当決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下の通りであります。

　　　　　株主総会決議日　　　　平成20年６月27日

　　　　　配当金の総額　　　　 　　　356,100千円

　　　　　１株当りの配当額　　　　　　　 7,500円　

また、今後の配当につきましては、経営環境、将来の成長、収益の状況等を総合的に勘案し、配当と内

部留保及び有効投資をバランスよく行なっていきたいと考えております。

 

 

４ 【株価の推移】

当社株式は、当事業年度末現在において非上場であり、該当事項はありません。

なお、当社株式は平成20年４月９日付で大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラ

クレス」に上場いたしました。
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５ 【役員の状況】

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(株)

代表取締役
会長

― 井上 修爾 昭和16年１月３日

昭和40年10月

 

藤沢薬品工業株式会社（現ア

ステラス製薬株式会社）入社

(注)３ ―

平成９年６月

平成12年６月

平成15年６月

平成18年６月

平成18年７月

同社常務取締役就任

同社常務執行役員就任

同社顧問就任

同社退職

当社代表取締役会長就任（現

任）

代表取締役
社長

― 橋寺 由紀子 昭和41年11月19日

平成元年４月 上野製薬株式会社入社

(注)３ 60

平成15年３月同社退職

平成15年４月当社入社

平成15年８月取締役ビジネスマネジメント
部長就任

平成16年６月代表取締役常務就任

平成18年４月代表取締役社長就任（現任）

専務取締役 研究開発本部長 真島 行彦 昭和28年４月７日

平成９年４月 慶應義塾大学医学部助教授
（眼科学）就任

(注)３ 　　40

平成16年３月当社社外取締役就任

平成17年３月慶應義塾大学退職

平成17年４月当社取締役トランスレーショ
ナルリサーチ推進室長 就任

平成18年４月専務取締役 研究開発本部長就
任 （現任）

取締役 ― 岩崎 俊男 昭和21年７月９日

昭和45年４月株式会社三菱銀行（現株式会
社三菱東京UFJ銀行）入行

(注)３ ―

平成９年５月 同行虎ノ門支店長

平成11年２月ダイヤモンドキャピタル株式
会社（現三菱UFJキャピタル株
式会社）専務取締役就任

平成14年12月株式会社セルフリーサイエン
ス取締役就任（現任）

平成18年６月三菱UFJキャピタル株式会社 

取締役退任　

当社取締役就任（現任）

平成19年４月株式会社eコンセルボ 監査役

就任（現任）

平成19年６月アニコムインターナショナル

株式会社 取締役就任（現任）

監査役
（常勤）

― 逆瀬川素行 昭和17年12月14日

昭和41年４月株式会社三和銀行（現株式会
社三菱東京UFJ銀行）入行

(注)４ ―

昭和61年６月同行外国業務部上席調査役

平成３年６月 三和ビジネスクレジット株式
会社（現三菱UFJファクター株
式会社） 取締役就任

平成12年６月

  

財団法人抵当証券保管機構 常
務理事就任

平成14年６月

  

UFJ信用保証株式会社（現三菱
UFJ住宅ローン信用保証株式会
社）監査役就任

平成17年10月

  

エンゼル証券株式会社 監査役
就任

 平成19年６月当社監査役就任(現任)

監査役 ― 淺田 永治 昭和14年１月29日

昭和47年６月等松・青木監査法人（現監査
法人トーマツ）入社

(注)４ ―

 平成11年６月同社東京事務所 地区代表社員

 平成13年６月同社経営会議議長就任

平成16年６月監査法人トーマツ退職

平成16年７月住友金属工業株式会社 監査役
就任（現任）

平成16年10月不動建設株式会社（現株式会
社不動テトラ 監査役就任（現
任）

平成18年６月当社監査役就任（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(株)

監査役 ― 田口 和幸 昭和41年３月11日

平成３年４月 弁護士登録　
阿部・井窪・片山法律事務所
入所　

(注)４ ―

平成10年１月阿部・井窪・片山法律事務所
　パートナー（現任）

平成17年６月ビ・ライフ投資法人監督役員
就任（現任）

 

 

平成17年11月

株式会社エフティーコミュニ
ケーションズ監査役就任(現
任)
株式会社フレクソル監査役就
任(現任)

平成18年６月当社監査役就任（現任）   

計 100

(注) １　取締役 岩崎俊男は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
       ２　監査役 逆瀬川素行、淺田永治、田口和幸は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
　　　 ３　取締役の任期は、平成20年１月７日の臨時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。
４　監査役の任期は、平成20年１月７日の臨時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終
結の時までであります。

　　　 ５　当社では、取締役会の意思決定、業務執行の監督機能と各事業部の業務執行機能を明確に区分し、経営効率
の向上を図るために執行役員制度を導入しております。執行役員は、専務取締役　研究開発本部長　真島
行彦、ファーマケミカル事業部長　平田隆、医薬品事業部長　山名義昭、ビジネスマネジメント部長　松川
理絵の合計４名を選任し、業務を委嘱しております。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

　本項の記載内容については、時期等の記載がある場合を除き、本報告書提出日現在の状況に基づい

ております。

（１）会社の機関の状況

① 取締役会

当社取締役会は、法令に定めのある事項に加え、経営方針、経営戦略、事業契約、重要な財産の

取得や処分、重要な組織・人事に関する意思決定、業務執行の監督等を行っています。原則とし

て月１-２回開催され、社内取締役３名、社外取締役１名で構成されています。

また、当社は執行役員制度を導入しており、取締役会で選任された執行役員４名が業務執行に

当たっている他、各執行役員は取締役会に出席して業務報告を行っております。

② 監査役会

当社は監査役会制度を採用しており、監査役会は監査役３名により構成されています。監査役

は、監査方針や監査計画を策定し、取締役会やその他の重要会議に出席する他、本社、三田事業所

における業務及び財産の状況調査等を通じて、取締役の職務執行を監査しております。

③ 利害関係者間取引審査委員会

当社とSPI社等の利害関係者との間で取引を行う場合に、取引内容及び取引金額等の公正性と

妥当性に関して審議することを目的として設置されており、取締役会の諮問機関の役割を果た

しています。委員は３名以上で構成され、弁護士、公認会計士等の有識者の中から取締役会によ

り選任されております。

なお、本委員会は、委員会設置会社における委員会とは異なっております。

④ 経営会議

　当社では、常勤の取締役を中心メンバーとする経営会議を設置し、原則として毎月１回開催して

おります。非常勤取締役及び監査役の出席は任意です。また、必要に応じて中心メンバーが事前に

推薦する者を同席させることができます。経営会議においては、取締役会で決定した基本方針に

基づき全社並びに各部門の経営課題等が審議されるとともに、業務遂行に係る報告が適宜行わ

れ、業務遂行上のチェック機能を果たしております。また、取締役会上程前の議案について広く審

議を行うことで、経営課題の最終決定に至る過程の透明性を高め、もって効率的な会社運営を図

ることを目的としております。
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（２）会社の機関・内部統制の関係図

当社の内部統制システムを図示すると次のとおりであります。
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（３）監査役監査及び内部監査の状況

監査役は、本社ならびに事業所の往査による業務監査を通じて課題もしくは将来のリスク項

目を認識したとき、内部監査担当部署に監査意見を提供し、情報を共有しています。また、監査役

は内部監査担当部署より、内部監査の中で知りえた情報のうち重要な情報について報告を受け、

さらに対応策について説明を受け、具体的解決に向けての提言等を行います。

内部監査の担当者は、当社の全部署を対象として、業務の適正な運営、改善、効率化を図るとと

もに、財産を保全し不正過誤の予防に資することを目的として計画的、網羅的な内部監査を実施

しております。当社は内部監査室（専任者１名）により、全社の監査を行っており、結果及び改

善の報告は、代表取締役の他、各取締役、監査役に対して行われております。 

 

（４）監査役、内部監査室と会計監査人との連携状況

監査役は、会計監査人より年間監査実施計画及び重点監査項目について説明を受け、監査役の

要望を含め会計監査人と意見交換を行っています。決算終了時に、会計監査人との監査報告会を

実施し、監査結果を共有するとともに、期中において期中監査、棚卸への立会いを通じて、監査法

人の監査の方法について監査を行う他、会計監査人との情報交換も行っております。

内部監査室長は、定期的に会計監査人と面談して内部監査の状況に関する意見交換を行い、

　問題点の把握に努めるとともに、改善状況等に関する情報共有を行っております。

 

（５）会計監査の状況

当社は監査法人トーマツと監査契約を締結し、同監査法人が監査業務に従事しております。　　

当事業年度において業務を執行した公認会計士の氏名及び監督業務に係る補助者の構成は以

下のとおりであります。なお、継続関与年数については、全員７年以内であるため記載を省略して

おります。

・　業務を執行した公認会計士の氏名

指定社員　　　業務執行社員：谷合 章

　　　　　　　業務執行社員：伊藤 雅之

・　監査業務に係る補助者の構成

公認会計士：２名、会計士補等：４名

 

（６）社外取締役及び社外監査役との関係

社外取締役である岩崎俊男氏は、株式会社セルフリーサイエンス、アニコムインターナショナ

ル株式会社の社外取締役、株式会社eコンセルボの監査役を兼任しておりますが、当社と同氏及

び同氏が社外取締役若しくは監査役を務める各社との資本的関係及び取引関係はありません。

社外監査役である淺田永治氏は、住友金属工業株式会社、株式会社不動テトラの監査役を兼任

しておりますが、当社と同氏及び同氏が監査役を務める両社との資本的関係及び取引関係はあ

りません。同じく社外監査役である田口和幸氏は、阿部・井窪・片山弁護士事務所のパート

ナー、ビ・ライフ投資法人の監督役員、株式会社エフティーコミュニケーションズ、株式会社フ

レクソルの監査役を兼任しておりますが、当社と同氏及び同氏がパートナー、監督役員若しくは

監査役を務める各社との資本的関係及び取引関係はありません。
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（７）リスク管理体制の整備状況

当社のリスク管理体制としましては、事業活動上想定されるリスクについて、万一の緊急事態

が発生した場合の対応を規定した「危機管理規程」に従っております。代表取締役により指名

された取締役を本部長とする「対策本部」を設置し、会社の置かれている状況を正確に認識し

た上で、危機の解決、克服もしくは回避、及び再発の防止のために全力を尽くす体制となってお

ります。

 

（８） 役員報酬の内容（第19期事業年度）

① 取締役及び監査役に支払った報酬は、社内取締役５名（平成20年１月７日に退任した取締役

２名を含む）92,334千円（内、役員賞与引当金繰入額8,900千円、役員退職慰労引当金繰入額

15,434千円）、社外取締役１名7,200千円、監査役１名8,120千円（内、役員退職慰労引当金繰入

額840千円）、社外監査役２名4,800千円であります。

② 役員退職金の支給額は、退任監査役１名8,400千円であります。

③ 使用人兼務取締役に対する使用人給与相当額(賞与を含む)は、使用人兼務取締役２名（平成

20年１月７日退任）25,875千円であります。

 

（９）監査報酬の内容（第19期事業年度）

当社の監査法人トーマツへの公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定す

る業務に基づく報酬の金額は、18,500千円であります。なお、上記以外の報酬は7,790千円であり

ます。

　　（注）公認会計士法第２条第１項に規定する業務以外の業務に基づく報酬は、株式公開支援業務

及び財務報告に係る内部統制に関する指導・助言業務に対するものであります。

 

（10）定款で定める取締役の定数及び取締役の選任及び解任の要件

① 定款で定める取締役の定数

当社の取締役は３名以上７名以内とする旨を定款で定めております。

　② 取締役の選任及び解任の決議要件

当社の取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席しその議決権の過半数をもって行い、解任決議は、議決権を行使することがで

きる株主の議決権の過半数を有する株主が出席しその議決権の３分の２をもって行う旨を定款

で定めております。

 

（11）株主総会決議事項のうち取締役会で決議することができる事項

　　当社は、株主が利益還元を受ける機会を増やすため、会社法第454条第５項の規定に基づき、中間

配当については取締役会決議によって定めることができる旨を定款で定めております。

　　また、資本効率の向上と機動的な資本政策の遂行を目的とし、会社法第165条第２項に基づき、取

締役会の決議により、自己株式の取得を可能にする旨定款に定めております。
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第５ 【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に

基づき、当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に

基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月

31日まで)の財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当事業年

度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)の財務諸表について、監査法人トーマツによる監査

を受けております。

なお、前事業年度に係る監査報告書は、平成20年３月10日提出の有価証券届出書に添付されたもの

によっております。

 

３　連結財務諸表について

当社は、平成19年４月１日付で子会社を吸収合併しております。このため、当社には子会社がありま

せんので、連結財務諸表は作成しておりません。
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１【財務諸表等】

(１) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

 

  
前事業年度

(平成19年３月31日)

当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)

(資産の部)        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金   3,933,606  2,160,574 

２　売掛金   293,636   475,823  

３　製品   32,143   34,707  

４  半製品   38,868   56,009  

５　原材料   277,974   516,516  

６　仕掛品   783,332   1,670,525 

７　貯蔵品   9,225   5,022  

８　前渡金   4,540   101,555  

９　前払費用   72,165   90,742  

10　繰延税金資産   34,695   84,184  

11　立替金   187   38  

12　その他   14,885   8,767  

流動資産合計   5,495,26080.4  5,204,46663.6

Ⅱ　固定資産        

１　有形固定資産        

(１) 建物  425,095   441,075   

減価償却累計額  △128,569 296,525  △147,302 293,772  

(２) 構築物  32,932   32,932   

減価償却累計額  △29,675 3,257  △30,381 2,551  

(３) 機械及び装置  339,237   426,383   

減価償却累計額  △209,622 129,614  △255,903 170,480  

(４) 工具器具及び備品  503,416   613,521   

減価償却累計額  △251,372 252,043  △374,652 238,869  

(５) 建設仮勘定   5,400   6,700  

有形固定資産合計   686,84010.0  712,3738.7

２　無形固定資産        

(１) 商標権   182,116   159,816  

(２) ソフトウェア   8,675   40,792  

(３) その他   374   374  

無形固定資産合計   191,1672.8  200,9832.5
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前事業年度

(平成19年３月31日)

当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)

３　投資その他の資産        

(１) 投資有価証券 ※１  69,111   1,991,897 

(２) 関係会社株式   74,400   ―  

(３) 繰延税金資産   245,434   ―  

(４) 敷金及び保証金   70,277   70,290  

(５) その他   3,726   3,187  

投資その他の資産合計   462,9496.8  2,065,37525.2

固定資産合計   1,340,95719.6  2,978,73336.4

資産合計   6,836,218100.0  8,183,199100.0

        

 

EDINET提出書類

株式会社アールテック・ウエノ(E15678)

有価証券報告書

 64/113



 

  
前事業年度

(平成19年３月31日)

当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)

(負債の部)        

Ⅰ　流動負債        

１　買掛金   291,041  177,270  

２　未払金   326,113  192,551  

３　未払費用   26,331   24,667  

４　未払法人税等   374,293  1,067,656 

５　前受金   693,912  448,091  

６　役員賞与引当金   10,500   8,900  

７　その他   15,698   9,447  

流動負債合計   1,737,89225.4  1,928,58423.6

Ⅱ　固定負債        

１　長期借入金   2,500,000  500,000  

２　繰延税金負債   ―   574,374  

３　長期前受金   315,000  ―  

４　役員退職慰労引当金   40,107   48,332  

５　執行役員退職慰労

引当金
  ―   1,072  

固定負債合計   2,855,10741.8  1,123,77913.7

負債合計   4,592,99967.2  3,052,36337.3
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前事業年度

(平成19年３月31日)

当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)

(純資産の部)        

Ⅰ　株主資本        

１　資本金   257,1053.7  257,1053.2

２　資本剰余金        

(１) 資本準備金  196,905   196,905   

資本剰余金合計   196,9052.9  196,9052.4

３　利益剰余金        

(１) 利益準備金  14,540   14,540   

(２) その他利益剰余金        

　　繰越利益剰余金  1,774,864   3,512,832   

利益剰余金合計   1,789,40426.2  3,527,37243.1

株主資本合計   2,243,41432.8  3,981,38248.7

Ⅱ　評価・換算差額等        

　　その他有価証券評価差額金   △195   1,149,453 

　　　評価・換算差額等合計   △195 △0.0  1,149,45314.0

純資産合計   2,243,21832.8  5,130,83562.7

負債純資産合計   6,836,218100.0  8,183,199100.0
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② 【損益計算書】

 

  
前事業年度

(自　平成18年４月１日
  至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
  至　平成20年３月31日)

区分
注記

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)

Ⅰ　売上高   5,227,380100.0  6,332,816100.0

Ⅱ　売上原価        

１　製品期首たな卸高  27,299   32,143   

２　当期製品製造原価  1,391,231   2,010,888   

合計  1,418,530   2,043,032   

３　製品期末たな卸高  32,143 1,386,38726.5 34,707 2,008,32431.7

売上総利益   3,840,99373.5  4,324,49168.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費        

１　役員報酬  88,000   91,780   

２　給与手当  116,588   185,647   

３　役員賞与引当金繰

入額
 10,500   8,900   

４　役員退職慰労引当金

繰入額
 17,414   16,624   

５　執行役員退職慰労

引当金繰入額
 ―   660   

６　支払手数料  155,429   160,089   

７　業務委託費  100,910   ―   

８　減価償却費  10,376   10,822   

９　研究開発費 ※１ 478,425   757,360   

10　その他  392,1091,369,75326.2 284,7851,516,66824.0

営業利益   2,471,24047.3  2,807,82244.3

Ⅳ　営業外収益        

１　受取利息  8,295   14,688   

２　為替差益  15,745   ―   

３　その他  2,950 26,9920.5 807 15,4960.3

Ⅴ　営業外費用        

１　支払利息  23,485   25,621   

２　為替差損  ― 23,4850.5 83,751 109,3731.7

経常利益   2,474,74747.3  2,713,94542.9
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前事業年度

(自　平成18年４月１日
  至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
  至　平成20年３月31日)

区分
注記

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)

Ⅵ　特別利益        

１　投資有価証券売却益  172,394   781,085   

２　抱合せ株式消滅差益  ― 172,3943.3 23,544 804,62912.7

Ⅶ　特別損失        

１　固定資産除却損 ※２ 680   113   

２　減損損失 ※３ 275,900   ―   

３　過年度役員退職慰労引
当金繰入額

 22,693 299,2745.7 ― 113 0.0

税引前当期純利益   2,347,86744.9  3,518,46155.6

法人税、住民税

及び事業税
 816,333   1,464,904   

法人税等調整額  129,178 945,51118.1 △16,771 1,448,13322.9

当期純利益   1,402,35626.8  2,070,32832.7
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製造原価明細書

 

  
前事業年度

(自　平成18年４月１日
  至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
  至　平成20年３月31日)

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)

Ⅰ　材料費  566,166 35.7 908,77231.2

Ⅱ　労務費  169,031 10.7 207,477 7.1

Ⅲ　経費 ※１ 849,344 53.6 1,800,99561.7

当期総製造費用  1,584,543100.0 2,917,245100.0

期首仕掛品たな卸高  562,421  783,332  

期首半製品たな卸高  68,024  38,868  

　合計  2,214,989  3,739,446  

期末仕掛品たな卸高  783,332  1,670,525  

期末半製品たな卸高  38,868  56,009  

他勘定振替高 ※２ 1,557  2,023  

当期製品製造原価  1,391,231  2,010,888  

      

（注）※１．主な内訳は次のとおりであります。

 

  前事業年度

（自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日)

　当事業年度

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

外注加工費 561,072千円

減価償却費 74,852千円

地代家賃 48,665千円

保険料 48,521千円

  

外注加工費 1,428,028千円

減価償却費 104,247千円

保険料 54,083千円

地代家賃 52,287千円

  

 

※２．他勘定振替高の内容は、研究開発費等へ振替えたものであります。

 

（原価計算の方法）

当社の原価計算方法は、主として総合原価計算による実際原価計算であります。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

 

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金
 

株主資本

合計
資本準備金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(千

円)
257,105196,905196,905 14,540 550,935 565,4751,019,485

事業年度中の変動額        

　剰余金の配当     △170,928△170,928△170,928

　役員賞与     △7,500 △7,500 △7,500

　当期純利益     1,402,3561,402,3561,402,356

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純
額)

       

事業年度中の変動額合計

(千円)
- - - - 1,223,9281,223,9281,223,928

平成19年３月31日残高(千

円)
257,105196,905196,905 14,5401,774,8641,789,4042,243,414

 

 

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) △416 △416 1,019,069

事業年度中の変動額    

　剰余金の配当   △170,928

　役員賞与   △7,500

　当期純利益   1,402,356

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

220 220 220

事業年度中の変動額合計(千円) 220 220 1,224,148

平成19年３月31日残高(千円) △195 △195 2,243,218
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

 

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金
 

株主資本

合計
資本準備金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高

(千円)
257,105196,905196,90514,5401,774,8641,789,4042,243,414

事業年度中の変動額        

　剰余金の配当     △332,360△332,360△332,360

　当期純利益     2,070,3282,070,3282,070,328

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純
額)

       

事業年度中の変動額合計

(千円)
－ － － － 1,737,9681,737,9681,737,968

平成20年３月31日残高

(千円)
257,105196,905196,90514,5403,512,8323,527,3723,981,382

 

 

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) △195 △195 2,243,218

事業年度中の変動額    

　剰余金の配当   △332,360

　当期純利益   2,070,328

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

1,149,649 1,149,649 1,149,649

事業年度中の変動額合計(千円) 1,149,649 1,149,649 2,887,617

平成20年３月31日残高(千円) 1,149,453 1,149,453 5,130,835
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  
前事業年度

(自　平成18年４月１日
  至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
  至　平成20年３月31日)

区分
注記

番号
金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

１　税引前当期純利益  2,347,867 3,518,461

２　減価償却費  173,190 218,306

３　役員賞与引当金の増減額（△は減少）  10,500 △1,600

４　役員退職慰労引当金の増加額  40,107 8,224

５　執行役員退職慰労引当金の増加額  ― 1,072

６　受取利息及び受取配当金  △8,295 △14,688

７　支払利息  23,485 25,621

８　為替差損益（△は差益）  △19,956 121,199

９　投資有価証券売却益  △172,394 △781,085

10　抱合せ株式消滅差益  ― △23,544

11　減損損失  275,900 ―

12　売上債権の増減額(△は増加)  671,567 △182,187

13　たな卸資産の増加額  △387,845 △1,141,236

14　前渡金の増加額  ― △97,015

15　仕入債務の増減額(△は減少)  218,953 △113,771

16　未払金の減少額  △654,985 △49,450

17　未払費用の増加額  7,441 5,326

18　前受金の増減額(△は減少)  63,912 △245,820

19　長期前受金の減少額  △630,000 △315,000

20　役員賞与の支払額  △7,500 ―

21　その他  14,270 △19,511

小計  1,966,220 913,300

22　利息及び配当金の受取額  8,295 14,749

23　利息の支払額  △17,740 △32,613

24　法人税等の支払額  △1,345,494 △780,070

25　法人税等の還付額  2,288 ―

26　役員退職金の支払額  △500,179 ―

営業活動によるキャッシュ・フロー  113,390 115,366

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

１　有形固定資産の取得による支出  △155,052 △307,854

２　無形固定資産の取得による支出  △5,321 △30,052

３　投資有価証券の売却による収入  175,735 795,039

４　貸付金の回収による収入  ― 10,000

５　その他  △34 26
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投資活動によるキャッシュ・フロー  15,327 467,159
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前事業年度

(自　平成18年４月１日
  至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
  至　平成20年３月31日)

区分
注記

番号
金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

１　長期借入金の返済による支出  ― △2,000,000

２　配当金の支払額  △170,928 △332,360

財務活動によるキャッシュ・フロー  △170,928 △2,332,360

Ⅳ  現金及び現金同等物に係る換算差額  10,857 △121,199

Ⅴ　現金及び現金同等物の減少額  △31,352 △1,871,033

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  3,964,958 3,933,606

Ⅶ　合併に伴う現金及び現金同等物の増加額  ― 98,001

Ⅷ　現金及び現金同等物の期末残高 ※1 3,933,606 2,160,574
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重要な会計方針

 

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準

及び評価方法

(１)子会社株式

移動平均法による原価法を採用

しております。

(１)子会社株式

___________

 (２)その他有価証券

　時価のあるもの

　　　期末日の市場価格等に基づく時価

法を採用しております。なお、時

価による評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定しており

ます。

　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法を採用し

ております。

(２)その他有価証券

　時価のあるもの

　　　同左

 

 

 

 

　時価のないもの

　　　___________

２　たな卸資産の評価基

準及び評価方法

(１)製品・半製品・原材料・仕掛品

主として総平均法による原価法

を採用しております。

同左

 (２)貯蔵品

個別法による原価法を採用して

おります。
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３　固定資産の減価償却

の方法

(１)有形固定資産

　　定率法によっております。ただし、

平成10年４月１日以降に取得した

建物(建物附属設備は除く)につい

ては、定額法を採用しております。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

　　建物　　　　　　　２～34年

　　構築物　　　　　　４～９年

　　機械及び装置　　　２～12年

　　工具器具及び備品　２～15年

(１)有形固定資産

　　定率法によっております。ただし、平成

10年４月１日以降に取得した建物(建

物附属設備は除く)については、定額法

を採用しております。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

　　建物　　　　　　　２～34年

　　構築物　　　　　　４～９年

　　機械及び装置　　　２～12年

　　工具器具及び備品　２～15年

　（会計方針の変更）

    当事業年度から、平成19年度の法人

税法の改正に伴い、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産について

は、改正後の法人税法に基づく減価償

却の方法に変更しております。

なお、この変更による当事業年度の

損益に与える影響は軽微であります。

　（追加情報）

　　当事業年度から、平成19年３月31日以

前に取得した有形固定資産について

は、償却可能限度額まで償却が終了し

た翌年から５年間で均等償却する方法

によっております。

　　なお、この変更による当事業年度の損

益に与える影響は軽微であります。

 

 

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

 (２)無形固定資産

　　定額法によっております。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

　　商標権　　　　　　　　10年

　　販売権　　　　　　　　８年

　　自社利用の　　　　　　　　

　　ソフトウェア　　　　　５年

(２)無形固定資産

　　定額法によっております。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

　　商標権　　　　　　　　10年

　　自社利用の　　　　　　　　

　　ソフトウェア　　　　　５年

 (３)長期前払費用

　　均等償却によっております。　

(３)長期前払費用

　　同左

４　外貨建の資産及び負

債の本邦通貨への

換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。

同左
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５　引当金の計上基準 （１）役員賞与引当金

役員賞与の支給に備えるため、支給

見込額に基づき当事業年度の負担額を

計上しております。

（会計方針の変更）　　

当事業年度より「役員賞与に関する

会計基準」(企業会計基準第４号　平成

17年11月29日)を適用しております。

　この結果、従来の方法に比べて、営業

利益、経常利益及び税引前当期純利益

が、それぞれ10,500千円減少しており

ます。

 

（２）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。

 　(追加情報)

当事業年度より「役員退職慰労金規

程」を制定したことに伴い、同規程に

基づく期末要支給額を役員退職慰労引

当金として計上しております。

この結果、従来の方法に比べて営業

利益及び経常利益がそれぞれ17,414千

円減少し、税引前当期純利益が40,107

千円減少しております。

 

（１）役員賞与引当金

役員賞与の支給に備えるため、支給見込

額に基づき当事業年度の負担額を計上し

ております。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)
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 （３）　　　___________ （３）執行役員退職慰労引当金

執行役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。

 (追加情報)

当事業年度より執行役員制度を導

入し、「執行役員退職慰労金規程」を

制定したことに伴い、同規程に基づく

期末要支給額を執行役員退職慰労引

当金として計上しております。

なお、これによる当事業年度の損益

に与える影響は軽微であります。

６　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

同左

７　キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資からなっ

ております。

同左

８　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な

事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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会計方針の変更

 

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号　平成17年12月９日）を適用しておりま

す。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は2,243,218

千円であります。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部

については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しております。

 

___________

（ストック・オプション等に関する会計基準）

当事業年度より「ストック・オプション等に関す

る会計基準」（企業会計基準第８号　平成17年12月

27日

）及び「ストック・オプション等に関する会計基準

の

適用指針」（企業会計基準適用指針第11号　平成18

年

５月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

___________

 

 

 

表示方法の変更

 

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（損益計算書）
前事業年度まで独立科目で掲記していた「還付加算
金」（当事業年度80千円）は、金額が僅少となったた
め、営業外収益の「その他」に含めて表示することに変
更しました。
 
 
 

___________

（損益計算書）
前事業年度まで独立科目で掲記していた「業務委託
費」（当事業年度1,273千円）は、金額が僅少となった
ため、販売費及び一般管理費の「その他」に含めて表
示することに変更しました。
 
（キャッシュ・フロー計算書）
前事業年度まで「営業活動によるキャッシュ・フ
ロー」の「その他」に含めておりました「前渡金の増
減額（△は増加）」（前事業年度2,348千円）は、重要
性が増したため、当事業年度より区分掲記することに
変更しました。
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注記事項

(貸借対照表関係)

 

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

____________________

 

※１　投資有価証券
全てSucampo　Pharmaceuticals，Inc．（以下「SPI
社」という）のＡ種普通株式であります。SPI社の発行
するＡ種普通株式は米国NASDAQ市場に上場されており
ますが、当社が当該株式を処分する場合には米国証券取
引法上の適用対象となるため、売却数量等について制限
をうけることになります。
 
２　貸出コミットメントライン契約
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行
３行と貸出コミットメント契約を締結しております。当
事業年度末における貸出コミットメントに係る借入未
実行残高等は以下のとおりであります。
 
貸出コミットメントの
総額

3,000,000
千円

借入実行残高 　　　 ― 千円

差引：借入未実行残
高

3,000,000
千円
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(損益計算書関係)

 

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　研究開発費の総額 

　　　一般管理費に含まれる研究開発費

 478,425千円

   

※１  研究開発費の総額 

　　　一般管理費に含まれる研究開発費

 757,360千円

   

※２　固定資産除却損のうち主なものは、次のとおりで

あります。 　　

機械及び装置 564千円

工具器具及び備品 116千円

計 680千円

※２  固定資産除却損のうち主なものは、次のとおり

であります。 　　

工具器具及び備品 113千円

計 113千円

※３　減損損失

　　　当社は以下の資産について、減損損失を計上
しました。　　

用途 種類 金額 

レスキュラ北米販売権 販売権 275,900千円

１．グルーピングの方法

研究開発及び医薬品製造にかかる事業用資

産を一つのキャッシュフロー生成単位とし、販

売権及び商標権については個々の資産を単位

としております。

２. 減損損失を認識するに至った経緯

Novartis Pharmaceuticals Corporation（以下、

「ノバルティス社」という）より取得したレス

キュラの北米地域における販売権については、

当事業年度において具現化を図るべくフィー

ジビリティスタディを重ねておりました。一方

当事業年度末にAmitiza®カプセルの競合薬で

あるZelnorm（ノバルティス社）の発売中止が

発表されたことを受け、Amitiza®カプセルの

生産需要の急拡大に対応するため、社内の人的

リソースをAmitiza®カプセルに重点配分する

こと、及びレスキュラの北米販売計画の推進を

無期中止とすることを決定したためでありま

す。

３．回収可能価額の算定方法等

使用価値により算定しておりますが、北米販

売計画を白紙としたことなどから将来キャッ

シュフローを測定することが困難であり、回収

可能価額はゼロとしております。

※３ 　　　　　　　　___________
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　　（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１．発行済株式に関する事項　　　

 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 　　　　　　47,480 ― ― 47,480

　　合計 　　　　　　47,480 ― ― 47,480

 

２．自己株式に関する事項

　該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項

 

内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当事業
年度末残高
（千円）

前事業
年度末

増加 減少
当事業
年度末

ストック・オプションとしての第
１回新株予約権

― 　　　― 　　　― 　　　― 　　　― 　　　―

ストック・オプションとしての第
２回新株予約権

― 　　　― 　　　― 　　　― 　　　― 　　　―

ストック・オプションとしての第
３回新株予約権

― 　　　― 　　　― 　　　― 　　　― 　　　―

ストック・オプションとしての第
４回新株予約権

― 　　　― 　　　― 　　　― 　　　― 　　　―

合　計 ― ― ― ― ―

 

 

４．配当に関する事項

(１)配当金支払額
 

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29
日
定時株主総会

普通株式 170,928 3,600平成18年３月31日平成18年６月29日

 

(２)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28
日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 332,360 7,000
平成19年３月31

日
平成19年６月28

日
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１．発行済株式に関する事項　　　

 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 　　　　　　47,480 ― ― 47,480

　　合計 　　　　　　47,480 ― ― 47,480

 

２．自己株式に関する事項

　該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項

 

内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当事業
年度末残高
（千円）

前事業
年度末

増加 減少
当事業
年度末

ストック・オプションとしての
第１回新株予約権

― 　　　― 　　　― 　　　― 　　　― 　　　―

ストック・オプションとしての
第２回新株予約権

― 　　　― 　　　― 　　　― 　　　― 　　　―

ストック・オプションとしての
第３回新株予約権

― 　　　― 　　　― 　　　― 　　　― 　　　―

ストック・オプションとしての
第４回新株予約権

― 　　　― 　　　― 　　　― 　　　― 　　　―

合　計 ― ― ― ― ―

 

 

４．配当に関する事項

(１)配当金支払額
 

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28
日
定時株主総会

普通株式 332,360 7,000平成19年３月31日平成19年６月28日

 

(２)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27
日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 356,100 7,500
平成20年３月31

日
平成20年６月30

日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

 

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 3,933,606千円

現金及び現金同等物 3,933,606千円
　

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,160,574千円

現金及び現金同等物 2,160,574千円
　

 

 

 

(リース取引関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)
 
該当事項はありません。

 
当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　
該当事項はありません。
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(有価証券関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

 

１　当事業年度中に売却したその他有価証券
 

売却額
(千円)

売却益の合計額
(千円)

売却損の合計額
(千円)

175,735 172,394 ―

 

２　時価評価されていない有価証券
 

区分
貸借対照表計上額

(千円)

（１）その他有価証券  

　　　　非上場外国株式 69,111

（２）子会社株式  

　　　　子会社株式 74,400

 

 

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

 

１　その他有価証券で時価のあるもの
 

 種類
取得原価
（千円）

貸借対照表計上額
（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(１) 株式 55,486 1,991,897 1,936,411

(２) 債券 ― ― ―

(３) その他 ― ― ―

小計 55,486 1,991,897 1,936,411

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(１) 株式 ― ― ―

(２) 債券 ― ― ―

(３) その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合　計 55,486 1,991,897 1,936,411

 

２　当事業年度中に売却したその他有価証券
 

売却額
(千円)

売却益の合計額
(千円)

売却損の合計額
(千円)
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795,039 781,085 ―
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(デリバティブ取引関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

 

(退職給付関係)

 
前事業年度

(自　平成18年４月１日
 至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
 至　平成20年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社は確定拠出型年金制度として、中小企業退職金

共済制度に加入しております。

１　採用している退職給付制度の概要

　　同左

２　退職給付債務に関する事項

　　中小企業退職金共済制度は確定拠出型年金制度であ

るため、当社の退職給付債務はありません。

２　退職給付債務に関する事項

　　同左

３　退職給付費用に関する事項

勤務費用 15,869千円

　　中小企業退職金共済制度に対する掛金拠出額を退職

給付費用としております。

３　退職給付費用に関する事項

勤務費用 19,704千円

　　中小企業退職金共済制度に対する掛金拠出額を退職

給付費用としております。
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（ストック・オプション等関係）

　前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　 (１) ストック・オプションの内容
 

決議年月日

平成16年６月25日

定時株主総会

平成18年２月17日

臨時株主総会

平成18年６月29日

定時株主総会

第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権

付与対象者の区分

及び人数

当社役員６名、従業

員34名、パートタイ

ム勤務者15名　　　

当社役員４名、当社

従業員２名

当社役員２名、従業

員４名

当社役員３名、従業

員２名

株式の種類及び
付与数

普通株式  110株普通株式  78株 普通株式  824株 普通株式  134株

付与日 平成16年７月１日 平成16年７月１日 平成18年２月20日 平成18年７月１日

権利確定条件

権利行使時において
も、当社の取締役、監
査役 、従業員又は
パートタイム勤務者
であることを要す。
但し、任期満了によ
る退任により取締役
若しくは監査役の地
位を喪失した者、又
は会社都合による退
職により地位を喪失
した従業員若しくは
パートタイム勤務者
は、当社の株式新規
公開の後において、
かつその地位喪失後
１ヶ月以内に限り、
新株予約権を行使す
ることができる。

権利行使時において
も、当社の取締役若
しくは監査役、又は
従業員であることを
要す。但し、任期満了
による退任により取
締役若しくは監査役
の地位を喪失した
者、又は会社都合に
よる退職により地位
を喪失した従業員
は、当社の株式新規
公開の後において、
かつその地位喪失後
１ヶ月以内に限り、
新株予約権を行使す
ることができる。

権利行使時におい
ても、当社の取締役
若しくは監査役、又
は従業員であるこ
とを要す。但し、任
期満了による退任
により取締役若し
くは監査役の地位
を喪失した者、又は
会社都合による退
職により地位を喪
失した従業員は、当
社の株式新規公開
の後において、かつ
その地位喪失後
１ヶ月以内に限り、
新株予約権を行使
することができる。

権利行使時におい
ても、当社の取締役
若しくは監査役、又
は従業員であるこ
とを要す。但し、任
期満了による退任
により取締役若し
くは監査役の地位
を喪失した者、又は
会社都合による退
職により地位を喪
失した従業員は、当
社の株式新規公開
の後において、かつ
その地位喪失後30
日以内に限り、新株
予約権を行使する
ことができる。

対象勤務期間
該当事項はありませ

ん。

同左
 

同左
 

同左
 

権利行使期間

自　平成18年６月25日
（若しくは株式新規
公開のいずれか遅い
方の日）

至　平成26年６月25日

自 平成18年６月25日

至 平成26年６月25日

 

自 平成20年２月17日

至 平成28年２月16日

自　平成20年６月29日

至　平成28年６月28日
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   (２) ストック・オプションの規模及びその変動状況

     ① ストック・オプションの数

 

決議年月日

平成16年６月25日

定時株主総会

平成18年２月17日

臨時株主総会

平成18年６月29日

定時株主総会

第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権

権利確定前     

  前事業年度末（株） 94 78 824 －

  付与（株） － － － 134

  失効（株） 2 － － －

  権利確定（株） － 78 － －

  未確定残（株） 92 － 824 134

権利確定後     

  前事業年度末（株） － － － －

  権利確定（株） － 78 － －

  権利行使（株） － － － －

  失効（株） － － － －

  未行使残（株） － 78 － －

 

② 単価情報
 

決議年月日

平成16年６月25日

定時株主総会

平成18年２月17日

臨時株主総会

平成18年６月29日

定時株主総会

第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権

権利行使価格（円） 263,000 263,000 590,000 590,000

行 使 時 平 均 株 価

（円）
－ － － －

公 正 な 評 価 単 価

（円）
－ － － －

  

２　当事業年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

ストック・オプションの付与日時点において、当社は株式を証券取引所に上場していないことから、ストック

・オプションの公正な評価単価の見積方法を単位当たりの本源的価値の見積りによっております。

また、単位当たりの本源的価値の見積方法は、DCF法によっております。

　　

３　ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみを反映させる方法を採用して

おります。

 

４　ストック・オプションの本源的価値により算定を行う場合の当事業年度末における本源的価値の合計額及び権

利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額

　①　当事業年度末における本源的価値の合計額　　　　　　　　　　―　千円
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　　　②　当事業年度末において権利行使された本源的価値の合計額　　　―　千円
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　当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　 (１) ストック・オプションの内容
 

決議年月日

平成16年６月25日

定時株主総会

平成18年２月17日

臨時株主総会

平成18年６月29日

定時株主総会

第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権

付与対象者の区分

及び人数

当社役員６名、従業

員34名、パートタイ

ム勤務者15名　　　

当社役員４名、当社

従業員２名

当社役員２名、従業

員４名

当社役員３名、従業

員２名

株式の種類及び
付与数

普通株式  110株普通株式  78株 普通株式  824株 普通株式  134株

付与日 平成16年７月１日 平成16年７月１日 平成18年２月20日 平成18年７月１日

権利確定条件

権利行使時において
も、当社の取締役、監
査役 、従業員又は
パートタイム勤務者
であることを要す。
但し、任期満了によ
る退任により取締役
若しくは監査役の地
位を喪失した者、又
は会社都合による退
職により地位を喪失
した従業員若しくは
パートタイム勤務者
は、当社の株式新規
公開の後において、
かつその地位喪失後
１ヶ月以内に限り、
新株予約権を行使す
ることができる。

権利行使時において
も、当社の取締役若
しくは監査役、又は
従業員であることを
要す。但し、任期満了
による退任により取
締役若しくは監査役
の地位を喪失した
者、又は会社都合に
よる退職により地位
を喪失した従業員
は、当社の株式新規
公開の後において、
かつその地位喪失後
１ヶ月以内に限り、
新株予約権を行使す
ることができる。

権利行使時におい
ても、当社の取締役
若しくは監査役、又
は従業員であるこ
とを要す。但し、任
期満了による退任
により取締役若し
くは監査役の地位
を喪失した者、又は
会社都合による退
職により地位を喪
失した従業員は、当
社の株式新規公開
の後において、かつ
その地位喪失後
１ヶ月以内に限り、
新株予約権を行使
することができる。

権利行使時におい
ても、当社の取締役
若しくは監査役、又
は従業員であるこ
とを要す。但し、任
期満了による退任
により取締役若し
くは監査役の地位
を喪失した者、又は
会社都合による退
職により地位を喪
失した従業員は、当
社の株式新規公開
の後において、かつ
その地位喪失後30
日以内に限り、新株
予約権を行使する
ことができる。

対象勤務期間
該当事項はありませ

ん。

同左
 

同左
 

同左
 

権利行使期間

自　平成18年６月25日
（若しくは株式新規
公開のいずれか遅い
方の日）

至　平成26年６月25日

自 平成18年６月25日

至 平成26年６月25日

 

自 平成20年２月17日

至 平成28年２月16日

自　平成20年６月29日

至　平成28年６月28日
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   (２) ストック・オプションの規模及びその変動状況

     ① ストック・オプションの数

 

決議年月日

平成16年６月25日

定時株主総会

平成18年２月17日

臨時株主総会

平成18年６月29日

定時株主総会

第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権

権利確定前     

  前事業年度末（株） 92 ― 824 134

  付与（株） ― ― ― ―

  失効（株） 4 ― ― ―

  権利確定（株） ― ― 824 ―

  未確定残（株） 88 ― ― 134

権利確定後     

  前事業年度末（株） ― 78 ― ―

  権利確定（株） ― ― 824 ―

  権利行使（株） ― ― ― ―

  失効（株） ― ― ― ―

  未行使残（株） ― 78 824 ―

 

② 単価情報
 

決議年月日

平成16年６月25日

定時株主総会

平成18年２月17日

臨時株主総会

平成18年６月29日

定時株主総会

第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権

権利行使価格（円） 263,000 263,000 590,000 590,000

行 使 時 平 均 株 価

（円）
－ － － －

公 正 な 評 価 単 価

（円）
－ － － －

  

２　ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

ストック・オプションの付与日時点において、当社は株式を証券取引所に上場していないことから、ストック

・オプションの公正な評価単価の見積方法を単位当たりの本源的価値の見積りによっております。

また、単位当たりの本源的価値の見積方法は、DCF法によっております。

　　

３　ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみを反映させる方法を採用して

おります。

 

４　ストック・オプションの本源的価値により算定を行う場合の当事業年度末における本源的価値の合計額及び権

利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額

　①　当事業年度末における本源的価値の合計額　　　　　　　　　　―　千円
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　　　②　当事業年度末において権利行使された本源的価値の合計額　　　―　千円
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 (税効果会計関係)
 

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産)  

①流動資産  

　　未払事業税 34,451千円

　　その他 243千円

計 34,695千円

　　  

　　  

　　  

②固定資産  

　　研究開発費否認 114,042千円

　　減損損失 112,126千円

　　未払退職金 2,832千円

　　役員退職慰労引当金 16,299千円

　　その他有価証券評価差額金 133千円

計 245,434千円

繰延税金資産合計 280,129千円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

(繰延税金資産)  

①流動資産  

　　未払事業税 77,696千円

　　未払金 1,219千円

　　未払費用 5,166千円

　　その他 101千円

計 84,184千円

②固定資産  

　　研究開発費否認 97,629千円

　　減損損失 94,875千円

　　役員退職慰労引当金 19,642千円

　　その他 435千円

　　繰延税金負債（固定）との相殺 △212,582千円

計 ―　千円

繰延税金資産合計 84,184千円

  

(繰延税金負債)  

　固定負債  

　　その他有価証券評価差額金 786,957千円

　　繰延税金資産（固定）との相殺 △212,582千円

繰延税金負債合計 574,374千円

差引：繰延税金負債の純額 490,190千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率

との間の差異が法定実効税率の百分の五以下であるた

め

注記を省略しております。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 

　同左

 

 

(持分法損益等)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)
 
該当事項はありません。

 
当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　
該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自  平成19年４月１日  至  平成20年３月31日）

（共通支配下の取引等）

１．結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業
の名称並びに取引の目的を含む取引の概要
  (１) 結合当事企業の名称又は対象となった事業の名称及びその事業の内容
      株式会社上野新薬開発（休眠会社であるため事業は行なっておりません。）   
  (２) 企業結合の法的形式
      株式会社アールテック・ウエノを存続会社、完全子会社である株式会社上野新薬開発を消滅会社
とする吸収合併 

  (３) 結合後企業の名称
      株式会社アールテック・ウエノ
  (４) 取引の目的を含む取引の概要
　　　休眠子会社の整理統合を目的として、当社を存続会社とする吸収合併により平成19年４月１日に株
式会社上野新薬開発は消滅しております。 

 
２．実施した会計処理の概要
　　　株式会社上野新薬開発の資産及び負債は、合併期日の前日に付された適正な帳簿価額により受入れ
ております。なお、当社が保有していた株式会社上野新薬開発の株式の帳簿価額と、受入れた資産及
び負債の適正な帳簿価額との差額については、抱合せ株式消滅差益として特別利益に計上しており
ます。
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【関連当事者との取引】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　役員及び個人主要株主等

 

属性
会社等の
名称 住所

資本金又
は出資金
(千円)

事業の内
容

又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

主要株主
（個人）
が議決権
の過半数
を所有す
る会社の
子会社

Sucampo 

Pharma-

ceuticals,

Inc.

(注１)

米国

メリー

ランド

州

20,638,009
USD

医薬品

の研究

開発及

び販売
 

(所有)
直接
1.1

―
業務の
受託

CRO業務の
受託
(注４)
(注７)

160,394

売掛金 2,753

前受金 63,912

主要株主
（個人）
が議決権
の過半数
を所有す
る会社

 
 

Sucampo AG
(注２)

スイス

ツーク

州

460,000
CHF

知財管理
会社

― ―
業務の
受託

CRO業務の
受託
(注４)
(注７)

1,888― ―

特許権の
購入
(注５)

30,542― ―

主要株主
（個人）
及びその
近親者が
議決権の
過半数を
所有する
会社

上野製薬株式
会社
(注３)

大阪市
中央区

1,010,000
 

化学工業
薬品の製
造

― ―
不動産
の賃借

不動産の

賃借保証

金

(注６)

― 保証金 21,072

不動産賃
借料の支
払
(注６)

119,172
前払費
用

10,407

経費の立

替
10,206未払金 10,206

上記の金額のうち、取引金額及び保証金の期末残高には消費税等が含まれておらず、その他の期末残

高には消費税等が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注１)当社の主要株主である上野隆司氏・久能祐子氏が、議決権の96.3%を間接的に保有しておりま

す。

(注２)当社の主要株主である上野隆司氏・久能祐子氏が、議決権の99.9%を直接保有しております。

(注３)当社の主要株主である上野隆司氏及びその近親者が議決権の52.1%を直接に、議決権の47.9%を

間接に保有しております。

(注４)業務の受託に当たっては、一般の取引価格を参考に業務の内容を勘案の上、報酬額を決定して

おります。

(注５)特許権の購入価格は、使用価値及び過年度の特許維持費用を参考に決定しております。

(注６)不動産の賃借については、不動産鑑定評価による価格を参考に決定しております。

(注７) ＣＲＯ業務とは、医薬品の研究開発支援サービスのことを意味しております。 

 

EDINET提出書類

株式会社アールテック・ウエノ(E15678)

有価証券報告書

 97/113



当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　役員及び個人主要株主等

 

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内
容

又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容
取引の内
容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

主要株主
（個人）
が議決権
の過半数
を所有す
る会社の
子会社

Sucampo 

Pharma-

ceuticals,

Inc.

(注１)

米国

メリー

ランド

州

417,000
USD

医薬品
の研究
開発及
び販売
 

(所有)
直接
0.9

―
業務の
受託

CRO業務
の受託
(注３)
(注５)

227,928

売掛金 33,115

前受金 133,091

主要株主
（個人）
が議決権
の過半数
を所有す
る会社の
子会社

Sucampo 

Pharma

Europe Ltd.
(注１)

英国

オック

ス
フォー
ド州

5,000
GBP

医薬品
の研究
開発

― ―
業務の
受託

CRO業務
の受託
(注３)
(注５)

38,999― ―

主要株主
（個人）
が議決権
の過半数
を所有す
る会社の
子会社

 
 

株式会社
スキャンポ
ファーマ
(注１)

大阪市

北区
99,000

医薬品
の研究
開発

― ―
業務の
委受託

CRO業務
の受託
(注３)
(注５)

23,784― ―

主要株主
（個人）
及びその
近親者が
議決権の
過半数を
所有する
会社

上野製薬株
式会社
(注２)

大阪市
中央区

1,010,000
 

化 学 工
業 薬 品
の製造

― ―
不動産
の賃借

不動産の
賃借保証
金

(注４)

― 保証金 21,072

不動産賃
借料の支
払
(注４)

124,807
前払費
用

11,867

経費の立
替

10,790未払金 10,790

上記の金額のうち、取引金額及び保証金の期末残高には消費税等が含まれておらず、その他の期末残

高には消費税等が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注１)当社の主要株主である上野隆司氏・久能祐子氏が、議決権の94.9%を間接的に保有しておりま

す。

(注２)当社の主要株主である上野隆司氏及びその近親者が、議決権の52.1%を直接に、議決権の47.9％

を間接に保有しております。

 (注３)業務の受託に当たっては、一般の取引価格を参考に業務の内容を勘案の上、報酬額を決定して

おります。

 (注４)不動産の賃借については、不動産鑑定評価による価格を参考に決定しております。

(注５)ＣＲＯ業務とは、医薬品の研究開発支援サービスのことを意味しております。

EDINET提出書類

株式会社アールテック・ウエノ(E15678)

有価証券報告書

 98/113



(１株当たり情報)

 

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 47,245円55銭１株当たり純資産額 108,063円10銭

１株当たり当期純利益 29,535円72銭１株当たり当期純利益 43,604円21銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、新株予約権の残高がありますが、当社株式は非

上場であり、期中平均株価が把握できないため記載し

ておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、新株予約権の残高がありますが、当社株式は非上

場であり、期中平均株価が把握できないため記載して

おりません。

 

 

(注)　１株当たり当期純利益の算定上の基礎

 

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当期純利益(千円) 1,402,356 2,070,328

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 1,402,356 2,070,328

普通株式の期中平均株式数(株) 47,480 47,480

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の算

定に含まれなかった潜在株式の概要

第１回新株予約権（新株予

約権の数92個）、第２回新株予

約権（新株予約権の数78個）、

第３回新株予約権（新株予約

権の数824個）、第４回新株予

約権（新株予約権の数134個）

なお、第１回新株予約権、第

２回新株予約権、第３回新株予

約権、第４回新株予約権の概要

は「第４　提出会社の状況１　

株式等の状況（２）新株予約

権等の状況」に記載のとおり

であります。

第１回新株予約権（新株予

約権の数88個）、第２回新株予

約権（新株予約権の数78個）、

第３回新株予約権（新株予約

権の数824個）、第４回新株予

約権（新株予約権の数134個）

なお、第１回新株予約権、第２

回新株予約権、第３回新株予約

権、第４回新株予約権の概要は

「第４　提出会社の状況１　株式

等の状況（２）新株予約権等の

状況」に記載のとおりでありま

す。
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(重要な後発事象)

 
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（子会社との合併）

　当社は平成19年１月31日開催の取締役会の決議によ

り、当社の完全子会社である株式会社上野新薬開発を

平成19年４月１日に吸収合併しました。

１．結合当事企業又は対象となった事業の名称及び

その事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業

の名称並びに取引の目的を含む取引の概要

  (１) 結合当事企業の名称又は対象となった事業の

名称及びその事業の内容

      株式会社上野新薬開発（休眠会社であるため

事業は行なっておりません。）   

  (２) 企業結合の法的形式

      株式会社アールテック・ウエノを存続会社、完

全子会社である株式会社上野新薬開発を消滅

会社とする吸収合併 

  (３) 結合後企業の名称

      株式会社アールテック・ウエノ

  (４) 取引の目的を含む取引の概要

　　　休眠子会社の整理統合を目的として、当社を存続

会社とする吸収合併により平成19年４月１日

に株式会社上野新薬開発は消滅しております。

２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平

成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計

基準適用指針第10号　平成17年12月27日）に基づ

き、共通支配下の取引等として会計処理を行ってお

ります。

（新株発行）

当社は、平成20年４月９日に株式会社大阪証券取引所

ニッポン・ニュー・マーケット―（ヘラクレス）に上場

いたしました。

１．公募増資

上記の上場にあたり、平成20年３月10日及び平成20年

３月21日開催の取締役会の決議により、下記のとおり新

株式を発行し、平成20年４月８日に払込が完了いたしま

した。この結果、平成20年４月９日付で資本金は、568,655

千円、発行済株式数48,820株となりました。

(１)募集方法

ブックビルディング方式による一般募集

(２)発行する株式の種類及び数

　　 普通株式　　 1,340株

(３)発行価額

　　１株につき　465,000円　

(４)発行価額総額

　　 623,100千円

(５)資本組入額

　　１株につき　232,500円　

(６)資本組入額の総額

　　 311,550千円

(７)払込期日

　　 平成20年４月８日

(８)資金使途

　　 新規医薬品研究開発費に充当する予定であります。
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前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

 ２．第三者割当増資

当社は、平成20年３月10日及び平成20年３月21日開催

の取締役会の決議により、下記のとおりオーバーアロッ

トメントによる当社株式の売出し（三菱UFJ証券株式会

社が当社株主から借受ける当社普通株式315株の売出

し）に関連する第三者割当増資を行い、平成20年５月７

日に払込が完了いたしました。この結果、平成20年５月８

日付で資本金は641,892千円、発行済株式総数は49,135株

となりました。

(１)発行する株式の種類及び数

　  普通株式　　　 315株

(２)発行価額

　 １株につき　465,000円

(３)発行価額総額

　　 146,475千円　

(４)資本組入額

　 １株につき　232,500円

(５)資本組入額の総額

　　73,237千円

(６)払込期日

　  平成20年５月７日

(７)割当先

　　 三菱UFJ証券株式会社

(８)資金使途

　　　新規医薬品研究開発費に充当する予定であります。

 

 

３．重要な契約の締結

当社は、平成20年６月４日に、田辺三菱製薬株式会社と

遺伝子組換え人血清アルブミンを有効成分とするドライ

アイ治療用点眼液の日本における開発・事業化に関する

ライセンス契約を締結いたしました。

(１)契約の相手会社の名称

　  田辺三菱製薬株式会社

(２)締結の時期

　  平成20年６月４日

(３)契約の内容

　　 当社が、遺伝子組換え人血清アルブミンを有効成分と

するドライアイ治療用点眼液の日本における開発・事

業化を行う為の実施権の許諾契約であります。

(４)契約の締結が営業活動等へ及ぼす重要な影響

　　 当社から、田辺三菱製薬株式会社に対して、契約一時金

と開発段階に応じてマイルストーンの支払、製品化後

の販売量に応じてロイヤリティの支払が発生いたしま

す。
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

　   【株式】

 

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額(千円)

投資有価

証券

その他有

価証券
Sucampo Pharmaceuticals, Inc.2,485,150 1,991,897

計 2,485,150 1,991,897

 

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加
額
(千円)

当期減少
額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減
価

償却累計
額

又は償却
累計額(千
円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産        

　建物 425,09515,980― 441,075147,30218,733293,772

　構築物 32,932― ― 32,93230,381 7062,551

　機械及び装置 339,23787,146― 426,383255,90346,280170,480

　工具器具及び備
品 503,416113,3923,287 613,521374,652126,187238,869

建設仮勘定 5,40015,00113,701 6,700 ― ― 6,700

有形固定資産計 1,306,081231,52016,9881,520,612808,238191,907712,373

無形固定資産        

　商標権 223,000― ― 223,00063,183 22,300159,816

　ソフトウェア 16,98136,214― 53,19612,404 4,098 40,792

　その他 374 ― ― 374 ― ― 374

無形固定資産計 240,35636,214― 276,57175,587 26,398200,983

長期前払費用 3,7263,1873,726 3,187 　― ― 3,187

（注１）当期増加額のうち、主なものは以下のとおりです。  

       建　　　物　　　　    …………… 三田研究所　セキュリティ設備 15,620千円  

       機械及び装置　    ……………三田研究所　研究開発装置 63,787千円  

 三田工場　医薬品製造装置 23,359千円  

       工具器具及び備品　…………… 三田研究所　研究開発備品 58,939千円  

         三田工場　医薬品製造備品 38,404千円  

ソフトウエア　　     ……………三田工場　製造管理システム 24,721千円  

 本社　製品紹介ソフトウエア 4,270千円  
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【社債明細表】

　　　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

 

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定の長期借
入金

― ― ― ―

１年以内に返済予定のリース
債務

― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予
定のものを除く)

2,500,000 500,000 1.408平成22年６月２日

リース債務(１年以内に返済予
定のものを除く)

― ― ― ―

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 2,500,000 500,000 ― ―

(注) １　「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金 (１年以内に返済予定のものを除く)の貸借対照表日後５年内における返済予定額は以下の

とおりであります。

 

 
 

１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 ― 500,000 ― ―
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【引当金明細表】

　　　

区　分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
（目的使用）
(千円)

当期減少額
（その他）
(千円)

当期末残高
（千円）

役員賞与引当金 10,500 8,900 10,500 ― 8,900

役員退職慰労引当
金

40,107 16,624 8,400 ― 48,332

執行役員退職慰労
引当金

― 1,072 ― ― 1,072
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

ａ　現金及び預金

 

区分 金額(千円)

預金  

普通預金 2,160,574

合計 2,160,574

 

ｂ　売掛金

イ　相手先別内訳

 

相手先 金額(千円)

参天製薬(株) 301,296

武田薬品工業（株） 123,228

Sucampo Pharmaceuticals, Inc. 33,115

(株)日本点眼薬研究所 15,620

アステラス製薬（株） 1,835

Takeda Pharmaceuticals of North America 727

計 475,823

 

ロ　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

 

前期繰越高(千円)
 
(A)

当期発生高(千円)
 
(B)

当期回収高(千円)
 
(C)

次期繰越高(千円)
 
(D)

回収率(％)
 

(C)
×100

(A)＋(B)

滞留期間(日)
(A)＋(D)
２
(B)
366

293,636 5,888,9465,706,758 475,823 92.3 23.9

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。
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ｃ　たな卸資産

 

区分 製品(千円) 半製品(千円) 原材料(千円) 仕掛品(千円) 貯蔵品(千円)

緑内障治療薬 34,707 56,009 48,367 100,067 ―

便秘症治療薬 ― ― 459,365 1,507,845 ―

受託研究 ― ― 8,784 62,612 ―

その他 ― ― ― ― 5,022

計 34,707 56,009 516,516 1,670,525 5,022

 

②　負債の部

ａ　買掛金

 

相手先 金額(千円)

Catalent Pharma Solutions, LLC. 132,029

日産化学工業（株） 42,000

伸晃化学㈱ 1,965

キシダ化学（株） 688

片山化学工業（株） 456

カルトンｉ（株） 129

計 177,270

 

 

b　未払法人税等

 

区分 金額(千円)

法人税 715,066

事業税 191,182

住民税 161,407

計 1,067,656
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c　前受金

 

相手先 金額(千円)

参天製薬(株) 315,000

Sucampo Pharmaceuticals, Inc. 133,091

計 448,091

 

d　繰延税金負債

 

 １［財務諸表等］(1)財務諸表 注記事項（税効果会計関係）に記載しております。

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 　４月１日から３月31日まで

定時株主総会 　６月中

基準日 　３月31日

株券の種類 １株券　10株券　100株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数   ―

株式の名義書換え  

　　取扱場所

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　

三菱UFJ信託銀行株式会社　

　　取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 　無料

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所 　　―

　　株主名簿管理人 　　―

　　取次所 　　―

　　買取手数料 　　―

公告掲載方法

　

当社の公告の方法は、電子公告により行います。ただし、電子公告を行うことがで

きない事故その他止むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載する方

法により行います。

　なお、電子公告は当社ホームページに掲載し、そのアドレスは次の通りであります。

　http://www.rtechueno.coｍ

株主に対する特典 　該当事項はありません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

該当事項はありません。

 

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券届出書及びその添付書類

有償一般募集増資(ブックビルディング方式による募集)及び株式売出し(ブックビルディング

方式による売出し)平成20年３月10日関東財務局長に提出。

(2) 有価証券届出書の訂正届出書

上記(1)に係る訂正届出書を平成20年３月24日及び平成20年４月１日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

平成２０年３月３日

 

株式会社　アールテック・ウエノ  

取締役会 御中

 

 

監査法人　ト　ー　マ　ツ  

 
 

指定社員
　　　　
業務執行社員

 公認会計士 谷　　合　　　　　章 ㊞

 
 

指定社員
　　　　
業務執行社員

 公認会計士 伊　　藤　　雅　　之 ㊞

 

 

　当監査法人は、旧証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社アールテック・ウエノの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第１８期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表につ

いて監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対す

る意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査

を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のため

の合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社アールテック・ウエノの平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上　

 

 

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出

会社)が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書
 

 

平成２０年６月２７日

 

株式会社　アールテック・ウエノ  

取締役会 御中

 

 

監査法人　ト　ー　マ　ツ  

 
 

指定社員
　　　　
業務執行社員

 公認会計士 谷　　合　　　　　章 ㊞

 
 

指定社員
　　　　
業務執行社員

 公認会計士 伊　　藤　　雅　　之 ㊞

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている株式会社アールテック・ウエノの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第１９期事業

年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明

細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査

を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のため

の合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社アールテック・ウエノの平成２０年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

追記情報

　重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は平成２０年４月９日に公募増資による新株発行を、

平成２０年５月８日に第三者割当増資による新株発行を行っている。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上　
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※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。
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